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はじめに

本市では、これまで７次にわたり行財政改革大綱を策定し、行財政改革に取り組んでき

ました。第７次宮崎市行財政改革大綱（改訂版）では、第四次宮崎市総合計画後期基本計

画の重点目標の１つ「効率的で信頼される行政経営」の実現に向け、職員の定員適正化や

事務事業の徹底した見直しなどの行財政改革に取り組み、概ね目標を達成することができ

ました。

「第７次宮崎市行財政改革大綱（改訂版）」は、平成２９年度末をもって計画期間を終了

しましたが、公共施設・インフラの老朽化をはじめ、少子高齢化の進展やライフスタイル

の変化に伴い、市民ニーズが複雑・多様化していく中、求められる行政需要に的確に対応

し、真に必要な行政サービスの水準を確保しながら、将来にわたり持続的に宮崎市が発展

するためには、新たな取組に果敢にチャレンジするとともに、更に徹底した行財政改革を

進める必要があることから、今般、新たに「第８次宮崎市行財政改革大綱」を策定しまし

た。

この大綱では、第五次宮崎市総合計画前期基本計画の第４章「健全な行財政運営の確保

に向けた取組」の主要施策等から、行財政改革の基本的な視点として、①効率的で効果的

な行政経営、②投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」、③職員の

資質向上と機能的な組織体制の確立、④情報化の推進と広報広聴機能の充実の４つを設定

するとともに、基本的な視点の共通視点として「公民連携の推進」を設定しました。

これらの視点により、各実施項目を計画的に実行することで行財政改革を着実に進め、

「健全な行財政運営の確保」につなげてまいりたいと思います。

平成３０年（２０１８年）４月

宮崎市長 戸敷 正
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第１ これまでの行財政改革の取組

昭和６１年２月 宮崎市行政改革大綱（第１次）
(１９８６年)

平成 ８年２月 新宮崎市行政改革大綱（第２次）
(１９９６年)

平成１１年２月 新たな宮崎市行財政改革大綱（第３次）
(１９９９年)

平成１４年２月 宮崎市行財政改革大綱（第４次）
(２００２年) ①市民の視点に立った効率的な行財政システムの確立

②市民が求める的確な行政サービスの提供
③市民等との協働によるまちづくりの推進
実施年度 平成１４年度（２００２年度）～平成１６年度（２００４年度）
効 果 額 ５２億８，８００万円

平成１７年４月 宮崎市行財政改革大綱（第５次）
(２００５年) ①市民との協働による質の高い、最適な公共サービスの提供

②住民自治による地域の特性を活かした公共サービスの提供
③分権型社会・協働型社会に対応した行財政システムの確立
実施年度 平成１７年度（２００５年度）～平成１９年度（２００７年度）

平成１８年８月 宮崎市行財政改革大綱（一部改訂版）－宮崎市集中改革プラン－
(２００６年) （１市３町合併及び平成１７年３月２９日付け（総務事務次官通知）

「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針の作成に
ついて」を踏まえ、平成１７年（２００５年）４月に策定した大綱を
一部見直し）
実施年度 平成１７年度（２００５年度）～平成２１年度（２００９年度）
効 果 額 １６２億７，９００万円

平成２２年４月 新宮崎市行財政改革大綱（第６次）
(２０１０年) ①効率的で信頼される行政運営の確立

②健全財政の確立
③市民の視点に立った行政サービスの確立
実施年度 平成２２年度（２０１０年度）～平成２４年度（２０１２年度）
効 果 額 ４５億５，０００万円

平成２５年４月 第７次宮崎市行財政改革大綱（第７次）
(２０１３年) ①効率的で信頼される行政運営の確立

②健全財政の確立
③市民の視点に立った行政サービスの確立
実施年度 平成２５年度（２０１３年度）～平成２７年度（２０１５年度）

平成２８年４月 第７次宮崎市行財政改革大綱（改訂版）
(２０１６年) ①効率的で信頼される行政運営の確立

②健全財政の確立
③市民の視点に立った行政サービスの確立
実施年度 平成２５年度（２０１３年度）～平成２９年度（２０１７年度）
効 果 額 ５４億１，２８０万円（平成２８年度（２０１６年度）末現在）
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第２ 取り巻く環境の変化

少子高齢化の進行による本格的な人口減少社会の到来に伴う社会保障費の増大や、公共

施設・インフラの老朽化による公共施設等の維持管理・更新に係る費用の増加が懸念され

ています。また、市税収入の伸びは期待できず、地方交付税等の動向も予測しにくい状況

にあります。

このような中、多様化する市民ニーズ、増大する行政需要に的確に対応していくために

は、従来型の行財政改革に加え、行政と民間が連携した公民連携*による行財政改革に積

極的に取り組む必要があります。

* 公民連携とは、行政と民間が連携して行政サービスの提供を行うことです。行政と民間の関与の度合い

により、外部委託や指定管理者制度から、連携協定や市民協働などまで様々な取組が含まれています。

（１）宮崎市の将来推計人口

平成２９年（２０１７年）１０月１日現在の現住人口を基準とした「将来推計人口」で

は、平成３０年（２０１８年）の本市の人口は、約３９万９千人ですが、平成３４年（２

０２２年）には約３９万４千人に減少する見込みです。

さらに、平成３９年（２０２７年）には、約３８万６千人となり、人口減少のスピード

は、更に加速することが予測されています。

また、生産年齢人口（１５歳から６４歳の人口）が減少する一方で、老年人口（６５歳

以上の人口）は増加する見込みとなっており、平成３０年（２０１８年）には、１人の高

齢者（６５歳以上）に対して約２．１２人の現役世代（１５歳から６４歳）が支える計算

であるのに対し、平成３９年（２０２７年）には、１人の高齢者を約１．８０人で支える

計算となります。

こうした人口減少社会、少子高齢化への社会構造の変化に対して、先を見据えた行財政

改革の取組が求められています。

備考：「将来推計人口」は、国立社会保障・人口問題研究所の推計を基本に、平成２９年（２０１７年）１０月１日

現在の現住人口を適用し、コーホート要因法により推計。
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（２）公共施設等の維持管理の見通し

「宮崎市公共施設等総合管理計画」（平成２９年（２０１７年）２月策定）において、平

成２８年度（２０１６年度）からの５０年間における公共施設等の修繕更新費用は、総額

約１兆６，０９０億円、年平均約３２２億円が必要であり、平成２５年度（２０１３年度）

から平成２７年度（２０１５年度）の修繕更新費用の年平均事業費（約１７９億円）の約

１．８倍の事業費が必要と試算しています。

今後、多額の修繕更新費用が必要となることから、人口減少に伴う利用者数の減少や少

子高齢化への社会構造の変化、社会ニーズを踏まえながら、公共施設等サービスの見直し

を進めるとともに、公共施設等の管理運営や修繕更新等においては、民間の創意工夫や技

術力等を活用し、より効率的な施設整備や公共施設等サービスの提供などの取組が求めら

れています。

（３）宮崎市の今後の財政見通し

本市では、真に必要な市民サービスの水準を確保しつつ、将来にわたり持続的に発展し

ていくために、職員の定員適正化や事務事業の徹底した見直しなどの行財政改革に取り組

み、健全な財政運営に努めてきました。

しかしながら、今後、人口減少に伴い市税収入の伸びは期待できず、合併算定替の縮減

等により地方交付税についても減少が見込まれるなど、安定した財源の確保が容易でない

状況にあります。加えて、少子高齢化による社会保障費の増大や老朽化が進む公共施設の

更新費用の増加など、収支均衡が図れない状況が見込まれ、ますます厳しい財政運営とな

ることが予想されます。

このような厳しい財政状況の中で、本市の最上位計画である第五次宮崎市総合計画を確

実に推進するためには、使用料・手数料の適正化、遊休資産の売却等による自主財源の確

保、情報通信技術の活用による事務の効率化や事務事業の見直しによる生産性の向上、公

共施設等の長寿命化の推進による維持管理費の削減など、徹底した行財政改革に「公民連

携の視点」を常に持ちながら積極的に取り組むことにより、真に必要な行政サービスを持

続的に提供できる財政基盤を確立することが求められます。

将来推計人口における生産年齢人口及び老年人口の推移

平成３０年

（２０１８年）

平成３４年

（２０２２年）

平成３９年

（２０２７年）

総人口 ３９８，７４６人 ３９４，０８０人 ３８５，６５１人

生産年齢人口

(１５歳～６４歳）

２３３，１８５人 ２２５，３４９人 ２１７，８７７人

５８．５％ ５７．２％ ５６．５％

老年人口

（６５歳以上）

１０９，７９８人 １１６，３８０人 １２０，８１１人

２７．５％ ２９．５％ ３１．３％

高齢者１人に対する

現役世代の人数
約２．１２人 約１．９４人 約１．８０人

備考：割合（％）は、総人口に対する各人口の割合。
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普通会計収支見通し
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第３ 本大綱の位置付け

本市では、まちづくりの指針であり、最上位の計画となる「第五次宮崎市総合計画」を平

成３０年（２０１８年）３月に策定しました。

第８次宮崎市行財政改革大綱（以下「本大綱」という。）は、「第五次宮崎市総合計画前期

基本計画（以下「前期基本計画」という。）」の第４章「健全な行財政運営の確保に向けた取

組」の主要施策１から４を実施するための計画と位置付けます。

第４ 行財政改革を進める上での４つの基本的な視点と共通視点

本大綱では、前期基本計画第４章「健全な行財政運営の確保に向けた取組」の主要施策と、

本市においても大きな課題となっており健全な行財政運営を確保するために必要不可欠な「公

共施設の「総量の最適化」と「質の向上」」の取組を基に、行財政改革を進めるための４つの

基本的な視点を設定しました。

加えて、従来の行財政改革から更に一歩踏み込んだ行政経営改革に取り組むためには、行政

と民間が連携を深め、民間の創意工夫・技術力・資金等を活用するいわゆる公民連携の視点を

もち、行政経営改革の取組に反映していく必要があることから、「４つの基本的な視点」の根

幹を成す共通視点として、「公民連携の推進」を設定しました。

この４つの基本的な視点と共通視点により、行財政改革を進めます。

効率的で効果的な行政経営１

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」２

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立３

情報化の推進と広報広聴機能の充実４

共通視点：公民連携の推進

前期基本計画

1 効率的で効果的な行政経営

2 職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

3 情報化の推進

4 広報広聴機能の充実

5 広域連携の推進＊

主要施策

第４章
健全な行財政運営の確保
に向けた取組

＊　主要施策５「広域連携の推進」については、「宮崎市地方創生総合戦略」（平成２７年度（２０１５年度）～平成
　３１年度（２０１９年度））が策定されており、計画を着実に推進することで当該目標の達成が期待できることから、
　本大綱の対象から除きます。
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第５ 取組期間

本大綱の取組期間については、計画期間を平成３４年度（２０２２年度）までとする前期基

本計画の期間と合わせ、平成３０年度(２０１８年度)から平成３４年度(２０２２年度)までの

５年間とします。

また、社会情勢の変化に対応し、時代に即した改革に取り組むため、平成３２年度（２０２

０年度）に中間見直しを行います。中間見直しでは、実施計画項目の進捗状況の確認、実施ス

ケジュールの見直し、新たに取り組むべき項目の検討等を行います。

H30 H31 H32 H33 H34 H35 ･･･ H39

2018 2019 2020 2021 2022 2023 ･･･ 2027

･･･

基本構想 ･･･

基本計画
（５年間）

･･･

計画名称

第８次宮崎市
行財政改革大綱

第五次宮崎市
総合計画

年度

●中間見直し

５年間

前　　期 後　　期

１０年間
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第６ 基本計画（具体的な施策）

前期基本計画における基本的方向と主要施策の概要を踏まえ、設定した４つの基本的な視点

の下に、１９施策を設定します。

これらの施策に沿って、実施計画で具体的な取組を進めていくことになります。

≪基本的方向≫【前期基本計画３６、９０ページ（抜粋）】

１ 効率的で効果的な行政経営

≪主要施策の概要≫【前期基本計画３７ページ（抜粋）】

⑴民間事業者の活用等による市民サービスの向上

業務の外部委託など民間事業者の活用等により、事務の効率化を図るとともに、市民サ

ービスの向上につなげます。

⑵地方分権の推進と住民自治の充実

地方分権を推進するため、事務権限の移譲や税財源の充実確保などに取り組みます。

○ 「宮崎市中期財政計画」に基づき、健全で持続可能な行財政運営に努めます。

○ ＳＤＧｓの理解を深め、施策評価や事業評価などの行政評価を適切に実施しながら、事務事業の改善や

経営資源の重点的な配分を行うことで、効率的、かつ効果的な事業を推進します。

○ 新地方公会計統一基準に基づき、固定資産台帳の適正管理をはじめとした財務書類の作成を行い、市民

に分かりやすい財務情報の公表に努めます。

○ 市税等の収納率の向上を目指すとともに、応益性の観点から、使用料や手数料の適正化を行い、自主財

源の確保に努めます。

■ ＳＤＧｓの取組を見据え、限られた経営資源や公有財産の有効な活用をはじめ、地域資源のほか、民

間事業者の知恵やノウハウを生かしていくため、事務事業等を適切に見直しながら、効率的で効果的な

行政運営を行います。

■ 歳入確保と歳出削減を一体的に進め、真に必要な行政サービスを持続的に提供できる財政基盤を確立

します。

■ 市民の立場で、地域や行政課題の解決に取り組むため、多様な主体を結びつけるコーディネート力や

変化する社会情勢に柔軟、かつ適切に対応できる能力を持った職員を育成します。

■ 簡素で分かりやすい組織と適切な人員体制を整備します。

■ ＩＣＴを活用し、事務の効率化をはじめ、行政サービスにおける市民の利便性の向上を図るとともに、

本市で保有する個人情報を適正に管理し、行政情報システムのセキュリティ対策を強化します。

■ 市民が必要に応じて、市政情報を確実に入手できるよう市政情報を充実させるとともに、多様な媒体

を活用することで、市民の市政への関心や理解を深めます。

■ あらゆる機会をとらえて、市民ニーズを把握し、市政に反映することで、市民の市政への参画を促進

します。

■ インフラの長寿命化、公共施設の総量の最適化や質を向上させる取組を推進し、投資の厳選により、

整備費や維持管理費を削減するとともに、民間活力を最大限に生かした管理運営を行うなど、公民連携

による公的資産の利活用を図ります。
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また、地域における多様な主体によるまちづくりを推進し、地域ニーズに合った公共的

サービスの提供につなげるなど自主性・自立性の高い住民自治の充実を推進していきます。

⑶行政評価の推進

成果指標の達成状況の評価・検証について、ＰＤＣＡサイクルを確立させ、施策の継続

的な改善を図ります。

また、継続事業評価による事業の再構築の方向の決定、新規事業評価による適切な予算

配分に取り組みます。

⑷事務事業等の効率化

「住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げる」観点から、

事務事業等の見直しを進め、効率化を進めます。

⑸健全で持続可能な財政運営

中期財政計画を検証し、次年度の予算編成に活用するとともに、持続可能な財政運営に

取り組みます。

⑹歳入確保と歳出削減の推進

公の施設の使用料等について、受益と負担の観点から、適正な金額を設定し、自主財源

の確保に努めるほか、市税等の収納率の向上に取り組みます。

また、各種事業や補助金の見直し、国民健康保険における医療費適正化等に取り組みま

す。

○地方自治法（昭和22年法律第67号）（抄）

〔地方公共団体の法人格及び事務〕

第２条 （略）

②～⑬ （略）

⑭ 地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の

効果を挙げるようにしなければならない。

⑮～⑰ （略）

-8-



２ 投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

≪主要施策の概要≫【前期基本計画３７、９３ページ（抜粋）】

⑴需要を見据えた公共施設等サービスの見直し

公共施設経営適正化計画に沿った施設のあり方や施設経営の見直しなどに取り組み、公

共施設の経営改善を図るとともに、最適な公共施設等サービスの提供に努めます。

⑵公共施設等の長寿命化の推進

長寿命化計画に基づいた計画的な維持管理に取り組み、優先度・緊急性の高い施設の優

先的な修繕や予防保全型の補修によるトータルコストの縮減、財政負担の平準化を図りま

す。

⑶民間活力を生かした公共施設等の管理運営

指定管理者制度の効率的・効果的な運用への取組、施設改修や更新時におけるＰＦＩ*

手法を導入した事業の推進など、公民連携の手法を基に民間活力を生かした公共施設等の

管理運営に取り組みます。

* ＰＦＩ Private Finance Initiative の略。従来は公共部門が実施してきた公共施設等の設計、建設、

維持管理、運営等を民間の資金、経営能力や技術的能力を活用して、効率的、かつ効果的に実施する事業

手法。

⑷公有財産の利活用の推進

未利用地の有効活用に取り組み、行財政運営の効率化、健全化を図ります。

また、財務書類や固定資産台帳を基に、様々な分析を行い、効率的で持続可能な公共施

設マネジメントの推進に取り組みます。

⑸庁舎機能の充実

庁舎の老朽化等が進行していることから、市民の利便性を向上させ、ニーズに応えられ

る機能を有した庁舎のあり方について、市民の意見を十分に聴きながら、更に検討を進め

るとともに、既存庁舎については、庁舎のあり方との整合性を図りながら、必要最低限の

設備等改修工事を計画的に行います。

また、会議室の効率的な利用に向けて配置を見直すとともに、総合支所や教育委員会等

の職員が、本庁舎において一時的に執務するサテライト室の設置に取り組み、事務の効率

化を図ります。

○ 公有財産の利活用や広告収入の拡大に取り組み、新たな財源の確保に努めるとともに、ＰＦＩや指定管

理者制度などの公民連携を推進し、民間の経営ノウハウを生かすほか、環境負荷の低減や機能性を高める

ことで、効率的、かつ効果的な運営を行い、市民サービスの向上を図ります。

○ 公共施設やインフラ等の利用需要の変化を踏まえ、宮崎市公共施設等総合管理計画に基づき、更新や統

廃合、長寿命化、今後増大する維持管理費の低減など、公共施設の最適な配置や運営に向けた取組を推進

するとともに、地域経済の活性化を図る観点から、関係機関や民間との連携によるインフラ等の整備のほ

か、公的資産の利活用を検討し、財政負担の軽減や平準化を図ります。

○ 庁舎等施設のうち、行政機能の中枢である本庁舎は、老朽化と狭隘化が進んでいることから、安定的な

市民サービスの提供を確保するために、市民の交流や防災機能の充実強化をはじめ、今後の社会と環境に

求められる機能を考慮するなど、多面的な視点を持ち、建替えを含めて、庁舎のあり方を検討します。
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３ 職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

≪主要施策の概要≫【前期基本計画３８ページ（抜粋）】

⑴課題解決に向け行動する職員の育成

組織全体のレベルアップのため職場研修を活性化するとともに、個別の研修効果の検証

や職員のニーズの把握により研修体系等の見直しを図ります。

また、すべての職員が公平に評価・処遇されるよう人事評価の評価方法や評価結果の活

用方法の検討を進め、適材適所の人事配置に取り組み、組織の活性化を図ります。

⑵適正な人員体制と組織の構築

新たな市民ニーズに応え、更なる市民サービスの向上を図るため、より効率的に市民サ

ービスを提供する組織体制の検討・見直しを行います。

⑶給与制度等の見直しと職場環境の整備

厳しい財政状況を踏まえるとともに、国、県及び他の地方公共団体との均衡に考慮しつ

つ、国の公務員制度改革の動向等を見極めながら見直しを行い、市民の理解が得られる給

与制度や勤務条件を確立します。

⑷内部統制の充実・強化

地方分権の担い手として、市政に対する市民の信頼を確保するため、事務執行の適正化

への取組など内部統制の充実・強化に努めます。

○ 複雑・多様化する行政ニーズに向き合う意欲と活力を持った人材の確保に努めるとともに、「宮崎市人

材育成基本方針」に基づき、市民目線で、現場の課題をとらえ、解決に向けて行動する職員を育成します。

○ 人事評価制度を活用して、職員がチームの一員としての役割を果たし、組織としての成果を高める職場

づくりを推進します。

○ 女性職員の管理職への登用をはじめ、女性職員の活躍に向けた取組を推進し、職員の多様な能力を生か

すことで、業務改善や新たな施策の展開を図り、質の高い市民サービスの提供に努めます。

○ 事務事業や組織を見直し、適切な定員管理を行うとともに、職員のワーク・ライフ・バランスに配慮し

た働きやすい環境を整備します。

○ 地域のことを地域の身近なところで解決できるよう、組織体制のあり方を検討します。
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４ 情報化の推進と広報広聴機能の充実

≪主要施策の概要≫【前期基本計画３８、３９ページ（抜粋）】

⑴マイナンバー制度を活用した市民の利便性の向上

マイナンバー制度による利便性向上のメリットを、より多くの市民が享受できるように、

適切なシステムの整備、運用に努めるとともに、マイナンバーカードを活用した新たな市

民サービスの検討とマイナンバーカードの普及に取り組みます。

⑵ＩＣＴ*を活用した業務の効率化

ＩＣＴ技術を活用し、ペーパーレス会議などの業務の効率化や、災害時の速やかな情報

伝達の充実・強化に取り組みます。

* ＩＣＴ Information and Communication Technology の略。コンピュータや情報通信ネットワー

クなどの情報コミュニケーション技術のこと。

⑶シティプロモーションによる魅力発信

移住センターによる適切な情報提供や細やかな相談対応による移住者の定住化促進に

取り組みます。また、交流人口の増加に向けた滞在型誘客モデルの確立や地域経済の活

性化に向けた旅行商品の造成支援などに取り組み、本市の魅力の効果的な発信に努めま

す。

⑷適切な情報公開と広報・広聴活動による市民と行政の信頼関係の構築

情報公開請求に関する事務の軽減に向け、手続きの簡略化に取り組みます。

また、質の高い広報紙の安定的発行による確実な情報提供や意見交換会の開催など、

市民と行政の信頼関係の構築に取り組みます。

○ ＩＣＴを活用して、他の行政機関との情報連携による情報照会を行うとともに、電子申請や電子決済

等を活用することで、各種手続きを簡素化し、事務の効率化と市民サービスの向上を図ります。

○ 行政情報システムやネットワークの効率化、情報セキュリティ対策を強化するとともに、情報機器の

導入・保守・運用等に係る経費の縮減を図ります。

○ 情報の世代間格差の解消を図るため、広報紙やホームページ、ＳＮＳ等を活用し、的確な情報発信に

努めます。

○ 市民からの問い合わせや申込みなどに、コールセンターで一元的に対応し、行政窓口の利便性を高め

ます。

○ 市民や事業者、市民活動団体等との意見交換会をはじめ、市民アンケートを実施するなど、市民参画

により得られた市民ニーズを施策に反映します。

○ 宮崎市情報公開条例に基づき、情報公開制度を適切に運用し、公正で信頼される行政を推進します。
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第７ 数値目標

第７次宮崎市行財政改革大綱では、第四次宮崎市総合計画の成果指標の一部を大綱の数値

目標として設定し、大綱独自の視点に基づいた数値目標と併せて進捗管理を行ってきました。

本大綱では、前期基本計画の重要業績評価指標（ＫＰＩ）等として設定されている実施項

目については、前期基本計画において進捗管理がなされることから、原則として改めて本大

綱の数値目標としては設定せず、本大綱全体の効果・取組状況を評価するための指標と本大

綱の各視点に基づく実施項目の中から抽出した１３項目の指標の合計１４項目の指標を本

大綱の取組期間における数値目標として設定し、進捗管理を行うことで、着実な改革・改善

を図ることとします。

１ 本大綱全体の効果・取組状況の評価

(1)節減（効果）額（累積額）：３０億円

行財政改革大綱全体の効果、取組状況を評価する項目として、各実施項目の取組によ

る節減額の総額を数値目標として設定します。

２ 各視点における効果・取組状況の評価

各実施項目の中で、その効果や取組状況が端的に表され、進捗状況等を客観的に評価で

きる次の１３項目を数値目標として設定します。

≪１．効率的で効果的な行政経営≫

(1)市税収納率（現年度分）：９９．２３％

(2)国民健康保険税収納率（現年度分）：９１．８５％

(3)介護保険料収納率（現年度分）：９８．６９％

(4)保育料収納率（現年度分）：９９．２０％

(5)市営住宅家賃収納率（現年度分）：９９．７５％

(6)水道料金収納率（現年度分）：９８．９１％

(7)下水道使用料収納率（現年度分）：９８．９０％

≪２．投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」≫

(1)施設評価実施率（施設評価実施施設数／施設評価対象施設数）

：６６．６％（３巡目）

施設評価とは、品質・供給・財務の要素等を基に公共施設を総合的に評価するもの

で、対象施設を４年毎に再評価する計画としています。平成２９年度（２０１７年度）

から２巡目、平成３３年度（２０２１年度）から３巡目の施設評価を行う予定として

います。
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(2)橋梁長寿命化の推進率（修繕工事を実施した割合）：４４％

「宮崎市橋梁長寿命化修繕計画」に基づく定期点検の結果、老朽化等により早期に

対策が必要と判断された橋梁について、修繕工事を実施した割合とします。

≪３．職員の資質向上と機能的な組織体制の確立≫

(1)基本研修及び特別研修のふりかえりアンケートの有益率：９８％

階層別の基本研修（例：課長研修、課長補佐研修など）及び特定分野の能力を養成

する特別研修に参加した職員を対象に実施する「ふりかえりアンケート」において、

研修が「有益だった」とする職員の割合を有益率とします。

(2)経営を意識した人材育成に関する研修内容の実践率：６０％

経営を意識した人材育成に関する研修の受講一定期間後に、業務において研修内容

を「実践した」「一部、実践した」と回答した受講生の割合を実践率とします。

(3)女性管理職の登用率：１５％

課長級以上の職員における女性職員の割合を女性管理職の登用率とします。

≪４．情報化の推進と広報広聴機能の充実≫

(1)広報紙の内容が「おおむね理解できる」と感じる市民の割合：９５％

市政モニターアンケートにおいて、広報紙の内容について「理解できる」「おおむ

ね理解できる」と回答した割合とします。
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１  効率的で効果的な行政経営 ２  投資の厳選による公共施設
　等の「総量の最適化」と「質の
　向上」

３  職員の資質向上と機能的
　な組織体制の確立

４　情報化の推進と広報広聴
　機能の充実

　

施
策

数
値
目
標

1　民間事業者の活用等による市
　民サービスの向上

2　地方分権の推進と住民自治の
　充実

3　行政評価の推進

8　公共施設等の長寿命化の推進

9　民間活力を生かした公共施設
　等の管理運営

7　需要を見据えた公共施設等
　サービスの見直し

17　ＩＣＴを活用した業務の効率化

18　シティプロモーションによる魅
　力発信

16　マイナンバー制度を活用した
　市民の利便性の向上

4　事務事業等の効率化 10　公有財産の利活用の推進

9　橋梁長寿命化の推進率
　　（修繕工事を実施した割合）
　　　　　　　　　　　　　　　：44％

8　施設評価実施率
　　（３巡目）
　　　　　　　　　　　　　　　：66.6％

13　広報紙の内容が「おおむね理
　解できる」と感じる市民の割合
　　　　　　　　　　　　　　：95％

第五次総合計画　前期基本計画　第４章「健全な行財政運営の確保に向けた取組」

5　健全で持続可能な財政運営

6　歳入確保と歳出削減の推進

19　適切な情報公開と広報・広聴
　活動による市民と行政の信頼関
　係の構築

13　適正な人員体制と組織の構築

14　給与制度等の見直しと職場環
　境の整備

12　課題解決に向け行動する職員
　の育成

15　内部統制の充実・強化

11　経営を意識した人材育成に関
　する研修内容の実践率
　　　　　　　　　　　　　　：60％

12　女性管理職の登用率
　
　　　　　　　　　　　　　　：15％

10　基本研修及び特別研修のふり
　かえりアンケートの有益率
　　　　　　　　　　　　　　：98％

節 減 （ 効 果 ） 額 （ 累 積 額 ） ： 　３ ０ 億 円

2　国民健康保険税収納率
　　（現年度分）
　　　　　　　　　　　　　　：91.85％

5　市営住宅家賃収納率
　　（現年度分）
　　　　　　　　　　　　　　：99.75％

4　保育料収納率
　　（現年度分）
　　　　　　　　　　　　　　：99.20％

3　介護保険料収納率
　　（現年度分）
　　　　　　　　　　　　　　：98.69％

6　水道料金収納率
　　（現年度分）
　　　　　　　　　　　　　　：98.91％

7　下水道使用料収納率
　　（現年度分）
　　　　　　　　　　　　　　：98.90％

1　市税収納率
　　（現年度分）
　　　　　　　　　　　　　　：99.23％

11　庁舎機能の充実

共 通 視 点 ：　公　　民　　連　　携　　の　　推　　進
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第８ 計画の推進に向けて

１ 実施計画の策定

本大綱に基づく具体的な実施項目と年次計画を取りまとめた「実施計画」を策定しま

す。

実施計画では、市民に実施項目の内容が分かりやすいものとなるよう成果指標や達成

期限を可能なかぎり明示します。

また、本市を取り巻く社会経済情勢の変化に対応するための新たな取り組み事項につ

いては、新たな実施項目として、適宜実施計画に追加します。

２ 取組体制

庁内の総合的かつ横断的な推進体制である「宮崎市行政改革推進本部」（本部長：市

長）を中心に、職員一人ひとりが行財政改革は自らの課題であるとの認識を持ち、全庁

を挙げて改革・改善に取り組みます。

３ 積極的な取組

各実施項目の年次計画については、常に前倒ししながら取り組むよう努め、可能な限

り早期の目標達成を図ります。

また、前年度の実施状況を点検したうえで、毎年度、取組内容を適切に見直し、所期

の目標達成を図ります。

４ 進行管理

各実施項目は、所管課が責任をもって進行管理し、行政改革推進本部が総括します。

全庁的な課題や複数の課にまたがる課題のうち特に重要なものについては、関係課と

連携し、同本部において進行管理します。

５ 実績の公表

各実施項目の実施状況については、各界各層の知識経験を有する者で構成する「宮崎

市行政改革推進委員会」に報告するとともに、委員会での意見等を計画の推進や見直し

に活用します。また、市ホームページや市広報等を通じて、市民に積極的に公表します。
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実施計画 実施項目・・・８９項目

１ 効率的で効果的な行政経営 ページ

⑴ 民間事業者の活用等による市民サービスの向上

・［1］定型的・専門的業務の外部委託の推進（総務部 人事課）‥･････････ 21

・[2］ごみ収集運搬業務のあり方の検討（環境部 環境業務課）･･･････････ 22

・[3］市道維持補修業務のあり方の検討（建設部 道路維持課）･･･････････ 23

・［4］児童クラブの適正な利用料の設定およびサービスの充実･････････････

（教育委員会 生涯学習課）

24

・［5］学校給食調理業務委託等の円滑な実施（教育委員会 保健給食課）･･･ 25

⑵ 地方分権の推進と住民自治の充実

・［6］権限移譲の推進（企画財政部 企画政策課）‥･････････････････････ 26

・［7］住民自治の充実（地域振興部 地域コミュニティ課）･･･････････････ 27

・［8］公立公民館（中央公民館）の実施体制の見直し･････････････････････

（教育委員会 生涯学習課）

28

・［9］地域消防防災支援隊の育成（消防局 警防課）･････････････････････ 29

・［10］応急手当法の普及啓発の推進（消防局 警防課）･･････････････････ 30

⑶ 行政評価の推進

・［11］宮崎市総合計画の行政評価の実施（企画財政部 企画政策課）･･････ 31

・［12］事業評価制度の推進（企画財政部 財政課）･･････････････････････ 32

⑷ 事務事業等の効率化

・［13］仕事の進め方改革（総務部 人事課）････････････････････････････ 33

・［14］国民健康保険の都道府県単位化に向けた市町村業務の見直し････････

（税務部 国保年金課）

34

⑸ 健全で持続可能な財政運営

・［15］中期財政計画の検証と予算編成への活用（企画財政部 財政課）････ 35

・［16］基金の有効活用（企画財政部 財政課）･･････････････････････････ 36

・［17］市債の適正管理（企画財政部 財政課）･･････････････････････････ 37

・［18］公園墓地特別会計の健全化（地域振興部 生活安全課）････････････ 38

・［19］宮崎市病院事業経営計画の推進（健康管理部 保健医療課）････････ 39

・［20］健全で持続可能な上下水道事業の財政運営（上下水道局 財務課）･･ 40

１ 効率的で効果的な行政経営・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３４項目

２ 投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」・・・・・・ ２２項目

３ 職員の資質向上と機能的な組織体制の確立・・・・・・・・・・・・・・・・１９項目

４ 情報化の推進と広報広聴機能の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４項目
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⑹ 歳入確保と歳出削減の推進

・［21］補助金の適正化（企画財政部 財政課）･･････････････････････････ 41

・［22］使用料の適正化（企画財政部 資産経営課）･･････････････････････ 42

・［23］市税の収納率向上（税務部 納税管理課）････････････････････････ 43

・［24］全庁的な収納対策の強化（税務部 納税管理課）･･････････････････ 44

・［25］課税の適正化による自主財源の確保（税務部 市民税課）･･････････ 45

・［26］償却資産の公平・適正な課税のための啓発及び調査の実施･･････････

（税務部 資産税課）

46

・［27］国民健康保険税の収納率向上（税務部 国保収納課）･･････････････ 47

・［28］国民健康保健における医療費適正化事業の充実・強化･･････････････

（税務部 国保年金課）

48

・［29］敬老バスカ事業の見直し（福祉部 長寿支援課）･･････････････････ 49

・［30］介護保険料の収納率向上（福祉部 介護保険課）･･････････････････ 50

・［31］保育料の収納率向上（福祉部 保育幼稚園課）････････････････････ 51

・［32］道路占用物件の適正化（建設部 用地管理課）････････････････････ 52

・［33］市営住宅家賃等の収納確保（建設部 建築住宅課）････････････････ 53

・［34］上下水道料金等の収納率向上（上下水道局 料金課）･･････････････ 54
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２ 投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」 ページ

⑴ 需要を見据えた公共施設等サービスの見直し

・［35］公共施設の効率的・効果的な管理（企画財政部 資産経営課）･･････ 55

・［36］公立公民館（地区公民館）の最適な施設経営への取組･･････････････

（地域振興部 地域コミュニティ課）

56

・［37］生きがい支援施設の適正な管理運営（福祉部 長寿支援課）････････ 57

・［38］宮崎市自然休養村センターの運営見直し（農政部 森林水産課）････ 58

・［39］農業集落排水施設の最適な維持管理（上下水道局 下水道整備課）･･ 59

⑵ 公共施設等の長寿命化の推進

・［40］橋梁長寿命化の方策の推進（建設部 道路維持課）････････････････ 60

・［41］道路施設長寿命化の方策の推進（建設部 道路維持課）････････････ 61

・［42］舗装長寿命化の方策の推進（建設部 道路維持課）････････････････ 62

・［43］長寿命化計画に基づいた公園施設の計画的な改築・更新の実施･･････

（都市整備部 公園緑地課）

63

・［44］学校施設における長寿命化計画の策定（教育委員会 学校施設課）･･ 64

⑶ 民間活力を生かした公共施設等の管理運営

・［45］指定管理者制度の効率的・効果的な運用（企画財政部 資産経営課） 65

・［46］PPP/PFI 手法の効果的な活用（企画財政部 資産経営課）･･････････ 66

・［47］観光施設における運営の見直し（観光商工部 観光戦略課）････････ 67

・［48］市営住宅等管理戸数の最適化と居住環境の向上及び PFI 等を活用した

公営住宅の整備（建設部 建築住宅課）･･････････････････････････ 68

・［49］下北方浄水場脱水処理施設の更新（上下水道局 浄水課）･･････････ 69

・［50］大淀処理場下水汚泥処理施設の更新（上下水道局 下水道施設課）･･ 70

⑷ 公有財産の利活用の推進

・［51］地方公会計（統一的な基準）の財務書類の公共施設マネジメントへの

活用（企画財政部 資産経営課）････････････････････････････････ 71

・［52］公用・公共用施設跡地（未利用地）の活用の具体的な検討 ･････････

（企画財政部 資産経営課）

72

⑸ 庁舎機能の充実

・［53］庁舎のあり方の検討（総務部 庁舎管理課）･･････････････････････ 73

・［54］本庁舎～第四庁舎・総合支所の設備等の計画的な改修の実施････････

（総務部 庁舎管理課）

74

・［55］地域センターの設備等の計画的な改修の実施（総務部 庁舎管理課） 75

・［56］庁舎における事務の効率化の検討（総務部 庁舎管理課）･･････････ 76
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３ 職員の資質向上と機能的な組織体制の確立 ページ

⑴ 課題解決に向け行動する職員の育成

・［57］人事評価制度の円滑な実施（総務部 人事課）････････････････････ 77

・［58］職員採用試験制度の見直し（総務部 人事課）････････････････････ 78

・［59］能力と意欲を持ち行動する人材（職員）の育成（総務部 人事課）･･ 79

・［60］女性職員の活躍推進（総務部 人事課）･･････････････････････････ 80

・［61］感染症危機管理体制の充実・強化のための職員研修の推進･･････････

（健康管理部 健康支援課）

81

・［62］消防職員研修体制の充実（消防局 総務課）･･････････････････････ 82

⑵ 適正な人員体制と組織の構築

・［63］適正な定員管理の推進と効率的な組織の構築（総務部 人事課）････ 83

・［64］市民課業務に係る市民サービスの向上（地域振興部 市民課）･･････ 84

・［65］エコクリーンプラザみやざきの新運営体制への移行に向けた職員派遣

と適正な職員配置の検討（環境部 廃棄物対策課）････････････････ 85

・［66］機能的な組織体制の構築（上下水道局 総務課）･･････････････････ 86

・［67］宮崎東諸県広域防災センターの充実（消防局 予防課）････････････ 87

⑶ 給与制度等の見直しと職場環境の整備

・［68］給与制度の見直し（総務部 人事課）････････････････････････････ 88

・［69］勤務条件の見直し（総務部 人事課）････････････････････････････ 89

・［70］被服貸与の見直し（総務部 人事課）････････････････････････････ 90

⑷ 内部統制の充実・強化

・［71］行政不服審査制度の適正な運用（総務部 総務法制課）････････････ 91

・［72］内部統制機能の強化（総務部 人事課）･･････････････････････････ 92

・［73］チェック機能の強化（総務部 人事課）･･････････････････････････ 93

・［74］職員行動指針（宮崎市職員クレド）の普及推進（総務部 人事課）･･ 94

・［75］監査機能の充実・強化（監査事務局）････････････････････････････ 95
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４ 情報化の推進と広報広聴機能の充実 ページ

⑴ マイナンバー制度を活用した市民の利便性の向上

・［76］マイナンバー制度を活用したサービス向上の検討･･････････････････

（企画財政部 企画政策課）

96

・［77］マイナンバー制度を活用するための効率的なシステム運用･･････････

（総務部 情報政策課）

97

・［78］マイナンバーカード普及促進のための申請補助強化････････････････

（地域振興部 市民課）

98

⑵ ICT を活用した業務の効率化

・［79］情報システム整備に関する基本指針の策定（総務部 情報政策課）･･ 99

・［80］ICT を活用した会議の効率化（総務部 情報政策課）･･････････････ 100

・［81］災害時における情報伝達体制の確立（総務部 危機管理課）････････ 101

⑶ シティプロモーションによる魅力発信

・［82］移住・定住を推進する情報発信（企画財政部 企画政策課）････････ 102

・［83］市内外への効果的な情報発信（企画財政部 秘書課）･･････････････ 103

・［84］国内宿泊者数及び観光消費額の増加（観光商工部 観光戦略課）････ 104

・［85］外国人宿泊者数及び観光消費額の増加（観光商工部 観光戦略課）･･ 105

⑷ 適切な情報公開と広報・広聴活動による市民と行政の信頼関係の構築

・［86］信頼される質の高い広報紙の発行（企画財政部 秘書課）･･････････ 106

・［87］市民と行政の信頼関係をつくる意見交換会の開催･･････････････････

（企画財政部 秘書課）

107

・［88］情報公開制度の適正・効率的な運用（総務部 総務法制課）････････ 108

・［89］個人情報保護制度の適切な運用（総務部 総務法制課）････････････ 109
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大 1

中 1

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

所管課

現状
と

課題

分類

No. 1
項目
名称

　定型的・専門的業務の外部委託の推進

　効率的・効果的な行財政運営への取組が求められており、外部委託によるメリット・デメリットを踏ま
えつつ、事務事業等の外部委託に取り組んでいる。
　事務事業を見直し、今まで委託をしていない領域についても、さらなる行政運営の効率化、市民
サービスの向上に取り組む必要がある。

最終年度

外部委託の現状把握と
委託できる業務の検討

年1回委託状況の把握に向けた調査回数

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果

　事務事業等の外部委託の拡大

　市民サービスの向上及び行政運営の効率化

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

民間事業者の活用等による市民サービスの向上

　外部委託の現状把握と委託できる業務の可能性の検討

　総務部　人事課

年1回

指標

年1回

備考

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度
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大 1

中 1

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

指標

備考
* エリア収集方式　 旧宮崎市域を４つのエリアに分け、エリアごとにごみを収集する方式。収集日程
表（カレンダー方式の日程表）を作成することにより市民に対しわかり易い収集案内ができ、委託経
費の節減や電話問い合わせが軽減される。また、収集もれも回避できる。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

民間事業者の活用等による市民サービスの向上

1　エリア収集方式への変更に向けた事業準備等の検討、収集方式の変更及び市民への周知
2　市民への周知・啓発にむけた収集日程表の作成及び配布
3　民間事業者活用による効率的なごみの収集業務の検討

　環境部　環境業務課

取組
内容

達成
目標

効果

　効率的かつ効果的な収集運搬業務の実施

・外部委託による経費の節減
・市民に対しわかり易いごみ収集の案内が可能となる

最終年度

収集日程表の作成及び
配布（旧宮崎市域）

効率的な収集業務の
検討

事業準備等の検討及び
市民への周知

中間年度現状

所管課

現状
と

課題

分類

No. 2
項目
名称

　ごみ収集運搬業務のあり方の検討

　平成26年度末（2014年度末）をもって、東部事務所を閉鎖し、中・東エリアの可燃ごみ収集（収集車
7台）を外部委託し、資源物（蛍光管、乾電池）の収集を南部事務所に移管した。さらに平成29年度
（2017年度）から南部事務所の可燃・不燃ごみ（収集車5台分）を外部委託した。

　効率的な事業運営が求められていることから、エリア収集方式
*
によるごみ収集体制の実施や、さ

らなる外部委託に努め、経費節減に取り組んでいく。

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 1

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

民間事業者の活用等による市民サービスの向上

1　嘱託員による市道維持補修業務体制の検証
2　外部委託を含めた効率的な市道維持補修業務体制の検討
3　業務委託の推進

建設部　道路維持課

　外部委託と直営（嘱託員）により、市道の維持補修に取り組んでいる。
　直営（嘱託員）による業務内容のあり方を検討し、外部委託の推進に取り組み、今後も、限られた
予算の範囲内で効率的な市道維持補修業務を実施していく必要がある。

取組
内容

達成
目標

効果

　嘱託員による市道維持補修業務のあり方の検討完了

　効率的な市道維持補修業務体制の確保

最終年度

外部委託を含めた効率
的な市道維持補修業務
体制の検討

外部委託の推進

嘱託員による市道維持補
修業務体制の検証

指標

　

所管課

現状
と

課題

分類

No. 3
項目
名称

　市道維持補修業務のあり方の検討
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大 1

中 1

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

（2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

管理システムの改修
（兼利用者への周知期
間）

適正な利用料金の設定
およびサービスの充実

分類

No. 4
項目
名称

　児童クラブの適正な利用料の設定およびサービスの充実

健全な行財政運営の確保に向けた取組

現状
と

課題

所管課

　児童クラブは、受益者負担の原則を踏まえて利用料を設定しているが
*1

、慢性的な待機児童を抱え
*2

、待機児童数の削減が喫緊の課題である。さらに、利用者からは、開設時間延長など
*3

、サービス
の充実も求められている。これらの課題解決のためには、新たな財源の確保が不可欠である。ま
た、平成26年度（2014年度）の施設評価において、利用料の適正化に取り組む方針が決まってい
る。

最終年度

251人

現状

備考
*1 利用料　宮崎市月額3千円。中核市平均約6千円。
*2 待機児童数　平成29年度（2017年度）251人（中核市ワースト４位）。
*3 利用者アンケート結果　約22％が1時間延長を希望。

効率的で効果的な行政経営

民間事業者の活用等による市民サービスの向上

1　利用者ニーズ調査の実施と分析
2　利用者ニーズ調査や他市の状況等を踏まえた適正な利用料金およびサービスの構築
3　関係例規の改正
4　管理システムの改修（兼利用者への周知期間）
5　適正な利用料金の設定および開設時間延長などの利用者ニーズを踏まえたサービスの充実

　教育委員会　生涯学習課

利用者ニーズ調査の実
施と分析

取組
内容

達成
目標

効果
・持続可能な児童クラブの運営
・市民サービスの向上

　適切な利用料金の設定およびサービスの充実を確立する

100人

平成33年度 平成34年度

（2018年度）

適正な利用料金および
サービスの構築

関係例規の改正

待機児童数（毎年度5月1日現在　厚生労働省報告数
値）

中間年度

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度

160人

指標
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大 1

中 1

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

備考

　教育委員会　保健給食課

取組
内容

達成
目標

効果 　外部委託による経費の節減

所管課

現状
と

課題

　単独校45カ所（小学校35校、中学校10校）及び給食センター5カ所（中央、佐土原、田野、高岡、清
武）のうち、単独校34カ所及び給食センター1カ所の調理業務を外部委託している。
　今後も、厳しい財政状況の中で、学校給食の効率的な運営に努める必要がある。

7,114千円/年

指標

38,098千円

　直営で行っている学校給食調理業務について、次のような調整を行いながら効率的な業務の実施
方法について検討を進める。
　1　関係団体との協議
　2　計画的かつ段階的な外部委託の推進（委託箇所の決定）
　3　学校及び保護者への説明

7,114千円/年

現状

　学校給食調理業務の外部委託の拡大

学校給食調理業務の外部委託による節減効果（単
年度）

中間年度 最終年度

委託箇所の決定

学校及び保護者への説
明

関係団体との協議

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度

分類

No. 5
項目
名称

　学校給食調理業務委託等の円滑な実施

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

民間事業者の活用等による市民サービスの向上

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 1

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

地方分権改革に関する
提案募集方式の活用

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

地方分権の推進と住民自治の充実

1　住民視点に立った事務権限の移譲や税財源の充実確保などの地方分権改革の推進に関する全
1国市長会、中核市市長会などを通じた国への要望
2　権限移譲や税財源の確保などに関する市単独での国・県への要望と宮崎県市長会研究会での
1市町村連携強化に関する研究
3　事務処理特例制度による県からの移譲事務に関する多方面（人員・財政面など）からの分析・検
1討や県との協議
4　地方分権改革の提案募集方式を活用した本市独自の提案や他団体との共同提案の検討・実施

　企画財政部　企画政策課

　住民に最も身近な行政主体である市町村は、地域住民のニーズに的確に対応した行政サービスを
行う役割を担っており、特に中核市は一定規模以上の行財政基盤を有していることから、自己決定、
自己責任に基づく独自の施策を展開することが求められている。
　そのため、法令による事務権限の移譲や行政サービスの決定権・裁量権の拡大、税財源の充実確
保を図るほか、事務処理特例制度の活用による都道府県から市町村への権限移譲など、地方分権
を推進する必要がある。

取組
内容

達成
目標

効果

　事務権限の移譲や規制の緩和、税財源の確保により、自治体の自主性を強化し、自由度を高める

　地域住民のニーズに的確に対応した、公共サービスの提供が可能となる

最終年度

市単独での要望活動

権限移譲事務に係る県と
の協議

全国組織を通じた要望活
動

指標

所管課

現状
と

課題

分類

No. 6
項目
名称

　権限移譲の推進
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大 1

中 1

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

現状
と

課題

所管課

分類

No. 7
項目
名称

　住民自治の充実

健全な行財政運営の確保に向けた取組

最終年度

地域コミュニティ活動交付
金のあり方の検討・改善

地域まちづくりの推進体
制のあり方の検討

5回 5回

備考

地域コミュニティ活動交付金評価委員会
*
の開催数（単

年度）

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果

・地域協議会や地域まちづくり推進委員会の更なる機能強化が図られ、自主性・自立性の高い住民
・自治の充実が図られる
・地域における多様な主体による住民主体のまちづくりを推進することにより、地域ニーズに合った
・公共的サービスの提供につなげるなど、より効率的で効果的な行政運営が図られる

　地域の課題は地域で解決する住民主体のまちづくりの推進

効率的で効果的な行政経営

地方分権の推進と住民自治の充実

1　地域まちづくりの推進体制のあり方の検討
2　地域コミュニティ活動交付金のあり方の検討・改善の取組（単年度毎に検討）

　地域振興部　地域コミュニティ課

　地域自治区制度の導入以降、地域協議会が地域の課題解決に向けた協議や市の施策への提言
を行い、地域まちづくり推進委員会が地域コミュニティ活動交付金を活用した地域まちづくり活動を実
践し、また、それぞれの地域自治区事務所である地域事務所等が地域の各種団体等をサポートす
ることによって、地域の課題は地域で解決する住民主体のまちづくりが推進されている。
　複雑化・多様化する地域課題に行政のみで対応することは困難になりつつある中、自主性・自立性
の高い住民自治の充実を推進するためには、地域協議会をサポートする地域自治区事務所の更な
る機能強化が求められている。また、各地域のまちづくりの将来像である「地域魅力発信プラン」を実
現するために、地域まちづくり推進委員会が実施する地域まちづくり活動において、活動原資である
地域コミュニティ活動交付金が効果的に使わるよう、そのあり方を継続して検討していく必要がある。

* 宮崎市地域コミュニティ活動交付金評価委員会　地域コミュニティ活動交付金の使途の透明性の
確保や住民自治の向上に資するために設置された委員会。

5回

指標

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2022年度）（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度）
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大 1

中 1

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

項目
名称

No. 8 　公立公民館（中央公民館）の実施体制の見直し

分類

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

地方分権の推進と住民自治の充実

所管課 　教育委員会　生涯学習課

現状
と

課題

平成28年度（2016年度）前期公民館講座受講者アンケート調査から、幅広い世代に魅力的である
講座の充実や、公民館以外の施設等主催講座情報の提供を行うことを求める声が多いことがわ
かった。市民の多様な学習ニーズへの対応や各地区公民館での魅力的な講座の充実を実現させる
ため、中央公民館の職員配置体制の再構築や、中央公民館による地区公民館への支援体制及び
生涯学習の成果を評価する体制の構築などにより、中央公民館を核として地区公民館及び関係機
関等と連携したネットワーク型社会教育行政を推進するとともに、さらなる生涯学習機会や場の充実
を図る必要がある。

取組
内容

1　運営体制の構築（①中央公民館職員配置体制の構築、②生涯学習情報システム導入）
2　地区公民館への支援体制の構築
3　地区公民館への支援実施（①模擬講座開催、②地区公民館に助言・研修開催）
4　生涯学習の成果に対する評価体制の構築（①評価基準・実施方法構築、②地区公民館への周
　知）
5　生涯学習の成果に対する評価実施

達成
目標

　より効果的かつ効率的に多様化する市民の学習ニーズに対応可能な運営体制の確立を図る

効果
・職員体制の充実と公民館職員の専門的技術、技能の向上
・魅力的な講座開催及び幅広い学習情報の提供などによる生涯学習の場や機会の充実

指標 現状 中間年度 最終年度

公民館講座受講者数実数（地区公民館を含む）
10,894人

(2016年度)
11,210人 11,320人

（2022年度）

地区公民館への支援実
施
①模擬講座開催
②地区公民館に助言・研修開催

生涯学習の成果に対す
る評価体制の構築
①評価基準・実施方法構築
②地区公民館への周知

生涯学習の成果に対す
る評価実施

備考

運営体制の構築
①中央公民館職員配置体制の
　 構築
②生涯学習情報システム導入

地区公民館への支援体
制の構築

平成33年度 平成34年度

（2018年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

（2019年度） （2020年度） （2021年度）

① ②

①

① ②

　②
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大 1

中 1

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 9
項目
名称

　地域消防防災支援隊の育成

最終年度

防災訓練への参加、指導

地域協議会との連携

研修会の開催

2回
130人

指標

2回
100人

2回
150人

達成
目標

　防災指導者として活動できる隊員の育成

効果
・地域住民に対し効果的な防災指導を行うことによる地域の災害対応力の向上
・地域との連携を強化した地域主導の防災訓練の実施

防災指導者の育成に関する研修会の回数と参加人員

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

地方分権の推進と住民自治の充実

1　研修会、協議会の開催
2　地域における防災訓練への参加、指導
3　地域協議会との連携強化

　消防局　警防課

　平成22年度（2010年度）に組織体制の見直しを行い、市内の地域住民の防災活動及び災害時の

消防活動を支援することを目的に、宮崎市地域消防防災支援隊
*
は結成された。現在、それぞれの

地域において自主防災組織に対して訓練指導が行えるよう研修会などを実施して隊員の育成に努
めている。
　地域により支援隊の活動に温度差が見られるため、今後も研修会等を通じ、防災指導者として地
域において積極的に活動することができる隊員の育成が必要である。

取組
内容

備考 * 宮崎市地域消防防災支援隊　消防職員OB及び消防団員OBにより結成された組織。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

-29-



大 1

中 1

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

60人

指標

60人

備考
* 応急手当普及員　24時間の講習を修了した者で、事業所内や地域において応急手当法の指導を
行うことができる者。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

地方分権の推進と住民自治の充実

1　応急手当法の指導ができる応急手当普及員
*
の養成

2　年間受講者数2万人に向けた応急手当の普及啓発

　消防局　警防課

取組
内容

達成
目標

　応急手当法の普及体制の強化

効果
・救急車が到着するまでの間に、適切な応急手当の実施が期待され救命率の向上につながる
・各事業所等で自前で講習が実施でき、応急手当法の普及につながる

最終年度

受講者数2万人の達成

応急手当普及員講習の
実施

60人応急手当普及員の養成（年間)

中間年度現状

所管課

現状
と

課題

分類

No. 10
項目
名称

　応急手当法の普及啓発の推進

　応急手当研修センター及び各消防署所において、年間2万人の受講者を目標に応急手当の普及
啓発に取り組んでいる。
　受講申込みが重複し、十分に対応できない場合がある。

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 1

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 11
項目
名称

　宮崎市総合計画の行政評価の実施

最終年度

市民意識調査の実施

施策評価の実施

指標

達成
目標

効果

　PDCAサイクルを確立させる

　施策の継続的な改善が図られ、各種取組の実効性を高めることができる

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

行政評価の推進

　毎年、成果指標の達成状況の評価・検証について、外部の意見を交え、「計画（Plan）」「実行（Do）」
「評価・検証（Check）」「見直し（Action）」を実施することで、施策の継続的な改善を図る。
　1　施策評価の実施
　2　市民意識調査の実施

　企画財政部　企画政策課

　総合計画では、取組の実効性を高めていくため、数値目標などの成果指標について、市民意識調
査などを踏まえ、施策評価を行うこととしている。

取組
内容

備考
総合計画の計画期間
　第四次宮崎市総合計画後期基本計画　平成25年度（2013年度）～平成29年度（2017年度）。
　第五次宮崎市総合計画前期基本計画　平成30年度（2018年度）～平成34年度（2022年度）。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 1

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

年間を通じた事業評価の実施

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

行政評価の推進

1　継続事業評価の実施（前年度の実績等を踏まえた有効性・効率性など5項目を点検する事後評価
1の実施、次年度に向けた再構築（改革改善）の方向の決定）
2　新規事業評価の実施（目的等の妥当性（有効性・効率性・緊急性）などを点検する事前評価によ
　る適切な予算配分への取組）
3　公共事業（補助）評価の実施（新規事業評価に同じ）

　企画財政部　財政課

　本市では、「事務事業の改革改善の推進」や「市長の政策判断の支援」を目的として、平成15年度
（2003年度）に事業評価制度を導入した。継続事業については、事後評価を踏まえた再構築の方向
を決定するとともに、新規事業については、目的等の妥当性などを点検する事前評価を行い、適切
な予算配分を行っている。
　今後、地方財政が厳しさを増す中、多様化・高度化する市民ニーズに的確に対応し、最適なサービ
スを提供していくためには、事業評価結果をさらに有効に活用していくことが必要である。

取組
内容

達成
目標

　事業評価の計画的な実施

効果
・継続事業評価の実施による事務事業の改革改善
・新規事業評価の実施による適切な予算配分
・公共事業（補助）評価の実施による適切な予算配分

最終年度

新規事業評価の実施

公共事業（補助）評価の
実施

継続事業評価の実施

3回

指標

3回 3回

所管課

現状
と

課題

分類

No. 12
項目
名称

　事業評価制度の推進
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大 1

中 1

小 4

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

2件以上

指標

0件

備考

改善取組の検証

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

事務事業等の効率化

1　改善が必要な業務の洗い出し・選定
2　業務改善の検討・改善案の立案
3　改善取組の全庁への周知・導入
4　改善取組の検証の実施

　総務部　人事課

取組
内容

達成
目標

効果

　業務改善のPDCAサイクルの構築

　事務事業等の効率化が図られ必要経費が削減される

最終年度

業務改善の検討・改善案
の立案

改善取組の周知・導入

改善が必要な業務の洗
い出し・選定

4件以上業務の見直しに関する改善案の立案数（通算）

中間年度現状

所管課

現状
と

課題

分類

No. 13
項目
名称

　仕事の進め方改革

　市民ニーズの多様化・高度化に伴い行政需要の増大が進む中、限られた資源（人材や予算等）
で、市民サービスを維持し、さらに向上させていくためには、職員一人ひとりが常にコスト意識を念頭
に置きながら、業務を効率的に行っていくことが重要である。
　そのため、通常行っている基本的な業務の進め方（資料作成・保管、メールの送受信、スケジュー
ル管理など）の見直しから、合意形成（会議・協議・レク）のあり方の改善、必要性が低下した事務処
理の廃止などに至るまで、業務における「ムダ」を徹底して省くなど「仕事の進め方」そのものの改革
が求められている。

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 1

小 4

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

現状
と

課題

所管課

分類

No. 14
項目
名称

　国民健康保険の都道府県単位化に向けた市町村業務の見直し

健全な行財政運営の確保に向けた取組

最終年度

県内自治体との協議・統
一的取組の検討

国保事務・事業の標準化
や広域化の検討

2回 4回

備考

市町村業務の見直しに係る協議回数（各部会）

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果 　県内の国民健康保険の安定的な財政運営や効率的な事業運営を確保する

　国民健康保険の都道府県単位化に向けた市町村業務のさらなる見直し

効率的で効果的な行政経営

事務事業等の効率化

1　市町村国保事務・事業の標準化や広域化の検討
2　県内自治体との協議等の場を創設し、統一的な取組の検討

　税務部　国保年金課

　平成27年（2015年）5月27日に「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の
一部を改正する法律」が成立し、平成30年度（2018年度）から都道府県が財政運営の責任主体とな
り、国保運営の中心的な役割を担っていくことになった。国保事務の効率性を高めるためにも、共同
保険者である県と市町村とが事務処理等の標準化等を進めていく必要がある。

4回

指標

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2022年度）（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度）
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大 1

中 1

小 5

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

所管課

現状
と

課題

分類

No. 15
項目
名称

　中期財政計画の検証と予算編成への活用

　平成27年度（2015年度）から平成29年度（2017年度）までを対象とした中期財政計画については
「将来に責任ある、自立した財政運営」を目指し、「市債残高120億円以上の圧縮」、「財政5基金200
億円以上の確保」、「歳入歳出改革により一般財源の確保・削減」という3つの財政目標を掲げ取り組
んだ。平成30年度（2018年度）から平成34年度（2022年度）までを対象とする新たな中期財政計画に
おいては、引き続き、財政健全化対策を図り、「将来世代を見据えた持続可能な財政運営」を目指し
予算編成へ活用していく必要がある。

最終年度

計画の検証・見直し

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果

　中期財政計画の検証と予算編成への活用

　持続可能な財政運営の実施

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

健全で持続可能な財政運営

　中期財政計画の検証、見直し（ローリングの実施）

  企画財政部　財政課

指標

備考

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度
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大 1

中 1

小 5

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

財政調整基金残高

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

健全で持続可能な財政運営

　財政調整基金の一定額の確保

　企画財政部　財政課

　基金については、財政課と会計課で、基金運用額、運用期間等の調整を図り、予算編成において
財源調整機能の役割を持たせている。今後、人口減少による税収の減や少子高齢化による社会保
障費の増が見込まれる中で、持続可能な財政運営を維持していくため、また、不測の事態への備え
として一定額を確保する必要がある。

取組
内容

達成
目標

効果

　平成34年度末（2022年度末）において、財政調整基金を90億円以上確保する

・安定した健全財政の確立
・基金運用益を活用した地域振興及び予算編成

最終年度

基金の確保

68億円以上

指標

104億円 90億円以上

所管課

現状
と

課題

分類

No. 16
項目
名称

　基金の有効活用
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大 1

中 1

小 5

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

より有利な市債メニュー
の活用

* 元金ベースのプライマリーバランス　市債発行額を除いた歳入と公債費（元金のみ）を除いた歳出
の収支。

中期財政計画に基づき、平成34年度（2022年度）まで
に100億円以上の市債残高圧縮（平成29年度（2017年
度）予算比）

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

健全で持続可能な財政運営

1　市債発行額を元金償還額の範囲内に抑える「元金ベースのプライマリーバランス
*
の黒字化」への

　取組
2　最適な資金調達方法の研究（上半期に研究し、調達時に成果を活用）
3　財政健全化比率等の財政状況の公表
4　より有利な市債メニューの活用

　企画財政部　財政課

　平成27年度（2015年度）普通会計決算でみると、人口一人当たりの市債残高は45中核市の中で、
11番目に高い残高となっている。また、公債費負担比率・実質公債費比率も中核市平均値を上回っ
ている。将来世代に負担を先送りしないため、市債残高の圧縮に取り組む必要がある。

取組
内容

達成
目標

　中期財政計画に基づき、平成34年度（2022年度）までに100億円以上の市債残高を圧縮する（平成
29年度（2017年度）予算比）

効果 　公債費が抑制される

最終年度

最適な資金調達方法の
研究

財政健全化比率等の財
政状況の公表

市債残高を圧縮する予算
の編成

1,775億円
以下

指標

1,854億円
以下

1,754億円
以下

所管課

現状
と

課題

分類

No. 17
項目
名称

　市債の適正管理
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大 1

中 1

小 5

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

宮崎みたま園合葬墓の
建設検討

6,000万円

指標

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

公園墓地特別会計運営における公園墓地運営基金
からの取崩額（単年度）

効率的で効果的な行政経営

健全で持続可能な財政運営

1　宮崎南部墓地公園納骨堂内空きスペースへの世帯式納骨壇の増設（154区画）
2　宮崎南部墓地公園合葬墓埋蔵棚の増設（骨壷約350個分）
3　桃山墓地の管理料徴収開始時期にあわせた市営8墓地の管理料統一へ向けた準備
4　宮崎みたま園の合葬墓建設に向けた検討（宮崎南部墓地公園合葬墓と同規模）
5　新たな納骨堂建設に向けた検討

　地域振興部　生活安全課

　昨今の少子高齢化及び世相等を反映し、一般墓地の貸出区画数は減少傾向にある一方で、納骨
堂や合葬墓の申込件数は増加傾向にある。
　2025年問題を抱え、市民のニーズに沿った墓地政策を行うことにより、墓地の貸出区画数を増加さ
せ、使用料及び管理料の収入確保に努めるとともに、公園墓地運営基金の取崩しを減少させ、公園
墓地特別会計の健全化を図る必要がある。

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果
　墓地使用料及び管理料の収入増加に伴い、公園墓地運営基金からの取崩額を減少させることが
できるようになり、公園墓地特別会計の健全化が図られる

　市民ニーズに沿った墓地の貸出し及び、適切な管理運営を行う

最終年度

宮崎南部墓地公園合葬
墓埋蔵棚の増設

市営8墓地の管理料統一

宮崎南部墓地公園世帯
式納骨壇の増設

8,000万円 4,000万円

備考

新たな納骨堂の建設検
討

現状
と

課題

所管課

分類

No. 18
項目
名称

　公園墓地特別会計の健全化

健全な行財政運営の確保に向けた取組

平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 1

小 5

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 19
項目
名称

　宮崎市病院事業経営計画の推進

最終年度

第4次病院事業経営計画
の策定

第4次病院事業経営計画
の進捗管理と検証

第3次病院事業経営計画
の進捗管理と検証

指標

達成
目標

効果

　市と指定管理者が連携し、宮崎市病院事業経営計画に基づいた様々な取組を行う

　経営の効率化等による安定した病院経営及び地域医療構想を踏まえた医療・保健・介護・地域包
括ケアについて様々な取組を推進することにより、市南西部の拠点施設として地域住民の医療を支
え、健康と福祉の向上が期待される

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

健全で持続可能な財政運営

1　第3次宮崎市病院事業経営計画（平成28年度（2016年度）～平成32年度（2020年度））の進捗管理
1と検証
2　総務省の新ガイドライン等に基づいた「第4次宮崎市病院事業経営計画（平成33年度（2021年度）
1～平成37年度（2025年度））」の策定
3　第4次宮崎市病院事業経営計画の進捗管理と検証
4　市と指定管理者の連携により計画に沿った経営の安定化及び地域住民の健康と福祉の向上を
　図る取組の継続

　健康管理部　保健医療課

　宮崎市立田野病院
*1

と併設の宮崎市介護老人保健施設さざんか苑
*2

を管理経営する田野病院事
業においては、平成27年（2015年）4月1日から国立大学法人宮崎大学が指定管理者となった。平成
29年（2017年）3月に策定した第3次宮崎市病院事業経営計画(平成28年度（2016年度）～平成32年
度（2020年度））に基づき、市と指定管理者が連携して、経営健全化に向けた収入確保と経費削減、
良質な医療と介護の確保及び提供に努めていく必要がある。

取組
内容

備考

経営の安定化及び住民
の健康と福祉の向上を図
る取組の継続

*1 田野病院　（診療科目）内科・外科・整形外科・耳鼻いんこう科・リハビリテーション科・放射線科。
一般病床42床。
*2 さざんか苑　入所50床、通所20人。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 1

小 5

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

所管課

現状
と

課題

分類

No. 20
項目
名称

　健全で持続可能な上下水道事業の財政運営

　施設等の老朽化に伴う更新投資の増大、人口減少に伴う料金収入の減少等により、公営企業をめ
ぐる経営環境は厳しさを増しつつある。
　このような中、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を平成32年度（2020年度）までに策
定することが総務省より要請されている。
　また、上下水道局の最上位計画である「みやざき水ビジョン2010」（マスタープラン）の計画終期が
平成31年度（2019年度）であることから、次期計画策定に取り掛かる必要がある。

最終年度

経営戦略の事後検証等

現マスタープランローリン
グ

経営戦略策定

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果

　中長期的な経営の基本計画に基づいた財政運営・事業管理

　事後検証や更新を検討するとともに、評価結果を予算編成に反映させるなどの健全な財政運営

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政運営

健全で持続可能な財政運営

1　投資財政計画の策定、効率化・経営健全化の取組方針の検討に基づく健全な財政運営に資する
　目標を設定した経営戦略の策定（平成30年度（2018年度）まで）
2　策定した経営戦略の事後検証
3　現在のマスタープランの検証によるローリングの実施
4　平成31年度（2019年度）までに事業計画の目標などを設定した次期マスタープランの策定

　上下水道局　財務課

指標

備考

次期マスタープラン策定

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度
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大 1

中 1

小 6

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

1回

指標

1回

備考

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

歳入確保と歳出削減の推進

1　事業評価制度を活用した補助事業の点検
2　予算執行・要綱等設定時点での審査
3　適切な補助金の執行に係る考え方の周知徹底（通知）

　企画財政部　財政課

取組
内容

達成
目標

　補助金の透明性の確保・補助事業の執行の適正化

効果 　廃止や見直しによる歳出削減

最終年度

予算執行・要綱等設定時
での審査

適切な補助金執行の周
知徹底

継続事業評価の実施

1回継続事業評価の実施回数

中間年度現状

所管課

現状
と

課題

分類

No. 21
項目
名称

　補助金の適正化

　補助金は、その目的や効果を十分に検討して制度を構築するが、当初の目的を達成したものや、
社会経済情勢の変化に対応していないもの、また、包括外部監査において、適正な支出ではないと
判断されたものも見受けられる。補助金交付要綱制定の徹底と事業効果等の観点から再点検を行
い、廃止・統合を含めた見直しを推進していく。

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 1

小 6

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

現状
と

課題

所管課

分類

No. 22
項目
名称

　使用料の適正化

健全な行財政運営の確保に向けた取組

最終年度

使用料の見直し

0％ 100％

備考

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果 　自主財源の確保

　受益者負担の適正化

効率的で効果的な行政経営

歳入確保と歳出削減の推進

　「宮崎市公共施設使用料設定基準」に基づく、施設使用料の見直し・設定

　企画財政部　資産経営課

　平成28年（2016年）7月に、「宮崎市公共施設使用料設定基準」を策定し、公平性を確保するために
受益者負担の原則に基づき、適正な使用料の設定に取り組むこととした。
　現在、使用料が異なる同一目的施設間の調整や減免の取扱いについて全庁的な見直しが必要で
ある。

50％

指標

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

使用料の見直し率（見直し施設数／見直し対象施設
数）
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大 1

中 1

小 6

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

99.21%

指標

99.18%
（2016年度)

備考

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

歳入確保と歳出削減の推進

1　現年度分滞納整理の早期着手（財産調査の徹底、早期差押の実施）
2　進行管理の徹底による高額滞納の圧縮（差押えの強化及び高額充当差押の選択）

　税務部　納税管理課

取組
内容

達成
目標

【現年度目標収納率】
　平成30年度（2018年度）: 99.19%　平成31年度（2019年度）: 99.20%　平成32年度（2020年度）: 99.21%
  平成33年度（2021年度）: 99.22%  平成34年度（2022年度）: 99.23%

効果
・現年度分収入未済額を減少させることにより、次年度への滞納繰越額を減少できる
・滞納繰越額を減少させることにより、現年度への対応を充実することができる
・安定的な財源確保と収納率の向上が期待できる

最終年度

進行管理の徹底による高
額滞納の圧縮

現年度分滞納整理の早
期着手

99.23%市税収納率(現年度分）

中間年度現状

所管課

現状
と

課題

分類

No. 23
項目
名称

　市税の収納率向上

　現年度滞納税分の早期対処と納期内納付の指導により、現年度収納率は、99％を達成したが、行
政需要に対応した税収の確保が求められている。また、納税者間の公平性を確保しつつ、歳入確保
を図る必要がある。

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 1

小 6

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

債権回収のための研修
実施

滞納整理方法の統一化
や情報共有化

* 自力執行権　市税及び一部の債権は裁判所の判決を経ることなく、市自ら強制的に徴収すること
ができる。これを自力執行権といい、国税徴収法の規定により滞納処分をすることができる。

差押動産の公売実施回数（単年度開催数）

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

歳入確保と歳出削減の推進

1　高額・困難案件への徹底した対応（捜索、公売）
2　私債権等の所管課における徴収事務・民事執行手続等に対する支援
3　生活再建型滞納整理の推進
4　滞納整理方法の統一化や情報共有化
5　債権回収のための研修実施

　税務部　納税管理課

　市税をはじめとする自主財源の確保は、本市の財政運営上非常に重要であり、納付義務者間の
公平性を確保する観点からも、さらなる収納対策の強化が必要である。市が保有する債権は、自力

執行権
*
の有無や時効期間などが異なるため一様に取り扱うことが困難であり、各債権担当課の徴

収事務も複雑化している。このような状況のなか、各課の異なる対応により債務者に対する公平性を
失うことがないように事務の統一性を保ちながら、自力執行権のない私債権等については、裁判所
による債権回収を進めていく必要がある。

取組
内容

達成
目標

　公平性を保った収納事務の推進

効果
・収納率の向上
・滞納繰越案件の整理促進

最終年度

各課における私債権等管
理状況の把握と滞納整
理支援

徴収事務担当者の技術
力向上等による多重債務
者掘り起こしの強化

捜索及び差押財産の公
売実施

8回/年

指標

7回/年
(2016年度）

8回/年

所管課

現状
と

課題

分類

No. 24
項目
名称

　全庁的な収納対策の強化
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大 1

中 1

小 6

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

現状
と

課題

所管課

分類

No. 25
項目
名称

　課税の適正化による自主財源の確保

健全な行財政運営の確保に向けた取組

最終年度

法定資料せん調査

給与支払報告書未提出
事業所等調査

扶養調査

65,000千円
（見込み）

65,000千円

備考

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果 　課税実績額の増加による自主財源の確保

　各種調査による課税の適正化

効率的で効果的な行政経営

歳入確保と歳出削減の推進

1　扶養調査（概ね8月～12月に実施）

2　法定資料せん
*
調査（概ね8月～12月に実施）

3　給与支払報告書未提出事業所等調査（概ね8月～12月に実施）

　税務部　市民税課

　個人住民税の賦課は、国税・住民税の申告書や給与支払報告書等の課税資料を基に行われる
が、これらの資料だけでは適正な課税が達成できない。このため、所得控除の適用誤りや所得の申
告漏れに関する各種調査を実施し、より公平で適正な課税を実現する必要がある。

* 法定資料せん　税務署に提出義務のある給与、報酬等の支払調書の一覧。

65,000千円

指標

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

各種調査の取組による課税実績の増加額（単年度）
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大 1

中 1

小 6

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

10,500件

指標

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

償却資産申告件数（単年度）

効率的で効果的な行政経営

歳入確保と歳出削減の推進

1　申告啓発活動の充実
2　税務署調査による未申告者への申告指導、資産の申告漏れの疑いがある事業者への修正申告
　指導
3　事業者提出の固定資産台帳と、申告内容を照合する簡易調査の実施

　税務部　資産税課

　固定資産税における償却資産については、事業者の申告により課税することになっているが、個
人事業者については、償却資産について申告が必要なことを知らずに申告をしていないケースが
多々見られる。また、申告書を提出している事業者においても、課税対象資産の申告漏れや対象外
の資産計上など誤った申告も多く見られるため、申告の啓発や指導、内容の精査が必要となってい
る。

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果 　税収増による歳入の確保

　申告件数の増と申告内容の精査による公平・適正な課税の実現

最終年度

税務署調査による未申告
者・資産無し申告者への
申告指導

簡易調査

申告啓発活動

9,000件
（見込み）

11,500件

備考

現状
と

課題

所管課

分類

No. 26
項目
名称

　償却資産の公平・適正な課税のための啓発及び調査の実施

健全な行財政運営の確保に向けた取組

平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 1

小 6

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

国民健康保険税収納率（現年度分）

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

歳入確保と歳出削減の推進

1　滞納処分（預金、生命保険、給与、不動産等の差押え）の実施
2　催告と組み合わせた夜間、休日納付相談窓口の開設
3　新規滞納者に対する一次催告及び訪問徴収員等による口座振替勧奨の推進

　税務部　国保収納課

　本市の国民健康保険制度は、高年齢層の被保険者が大きな割合を占めるため、医療費の水準が
高くなっている。一方で、所得水準が低いため、保険料負担が重く、その結果、収納率が低下してい
るなど、保険制度の財政基盤は構造的にもろくなっている。このため、国民健康保険制度の安定した
財政運営と、被保険者の納付の公平性を確保するために、収納率向上を図る必要がある。

取組
内容

達成
目標

　現年度分の収納率向上

効果
・国民健康保険制度の財政健全化
・国民健康保険税負担の公平性の確保

最終年度

催告と組み合わせた夜
間、休日納付相談窓口の
開設

新規滞納者に対する一
次催告及び口座振替勧
奨

滞納処分（預金、生命保
険、給与、不動産等の差
押え）の実施

91.75%

指標

91.55%
(2016年度）

91.85%

所管課

現状
と

課題

分類

No. 27
項目
名称

　国民健康保険税の収納率向上
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大 1

中 1

小 6

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

現状
と

課題

所管課

分類

No. 28
項目
名称

　国民健康保険における医療費適正化事業の充実・強化

健全な行財政運営の確保に向けた取組

最終年度

ジェネリック医薬品使用
促進

保険給付等の分析・指導

レセプト点検

285千円
（見込み）

328千円

備考

被保険者一人あたりの診療費（年額）

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果 　医療費の伸びの抑制や不正請求の防止、適正な保険給付の実施と財源の確保

　国保財政の健全化

効率的で効果的な行政経営

歳入確保と歳出削減の推進

　医療の適正な受診環境の整備等に努め、医療費の適正化、国保財政の健全化を図る。
　1　レセプト内容の充実、点検実施体制の構築による診療報酬の適正化
　2　ジェネリック医薬品使用促進の啓発（年４回）
　3　保険給付等の分析（重複受診の点検等）に基づいた指導による医療費の適正化
　4　第三者行為求償、不当利得返還金の事務処理体制に関する関係機関との連携強化による収入
4．の確保

　税務部　国保年金課

　少子高齢化の進展や医療の高度化により、被保険者が減少する一方、年々医療費は増加してい
る。今後とも、持続可能な国保の財政運営を堅持するために、国保財政の健全化は不可欠であり、
歳出の抑制と歳入の確保に努めなければならない。

第三者行為求償、不当利
得返還金の事務処理体
制の強化とその実施

314千円

指標

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2022年度）（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度）
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大 1

中 1

小 6

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

事業内容の検討

見直した敬老バスカ事業
の実施

事業の検証、改善

備考

敬老バスカ取扱業務委託料（単年度） 368,178千円 300,000千円 300,000千円

効果 　事業の安定的な継続

指標 現状 中間年度 最終年度

取組
内容

　平成29年度（2017年度）に発足した地域公共交通庁内検討会の中で、関係各課（企画政策課、都
市計画課等）と情報の共有を行い、意見を交えながら敬老バスカの市負担額や利用範囲等の事業
内容の見直しについて検討を行う。
　1　事業内容の検討
　2　見直した敬老バスカ事業の実施
　3　敬老バスカ事業の検証、改善

達成
目標

　事業内容の見直しによる事業費の削減

所管課 　福祉部　長寿支援課

現状
と

課題

　70歳以上の高齢者の生きがいづくりや健康づくりのため、外出を促進することを目的とし、路線バ
スを宮崎市内で乗車か降車した場合、一乗車100円で利用することができる「敬老バスカ」を交付して
いる。
　ただし、対象年齢（70歳以上）人口が年々増加しており、今後事業費の増大が懸念されている。

分類

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

歳入確保と歳出削減の推進

項目
名称

No. 29 　敬老バスカ事業の見直し

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 1

小 6

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 30
項目
名称

　介護保険料の収納率向上

最終年度

普通徴収対象者への口
座振替の推進

滞納者に対する催告と納
付相談員による訪問指導

介護保険制度の周知(給
付制限等）

98.61%

指標

98.53%
(2016年度)

98.69%

達成
目標

　収納率向上による被保険者間の保険料負担の公平性確保

効果 　介護保険制度の安定的運営

介護保険料収納率（現年度分）

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

歳入確保と歳出削減の推進

1　介護保険制度の周知（給付制限等）
2　普通徴収対象者への口座振替の推進
3　滞納者に対する催告と納付相談員による訪問指導
4　財産調査に基づく差押え等の滞納処分の実施

　福祉部　介護保険課

　現年度分は、年金天引きによる特別徴収は収納率100％であるが、納付書による普通徴収は収納
率90％に届かず、特別徴収と普通徴収を合わせた収納率は98％台で推移している。また、滞納繰越
分の収納率は20％程度となっている。
　普通徴収の被保険者は、概ね所得水準が低いため保険料負担が重く滞納につながる傾向にある
が、それに伴う給付制限の回避のため滞納の解消を図ると同時に、保険料の公平負担の観点から
収納率向上を図る必要がある。

取組
内容

備考

財産調査に基づく差押え
等の滞納処分の実施

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 1

小 6

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

99.12%
(2016年度)

備考

滞納整理担当課への事
務移管の促進

児童手当からの徴収申
出書の提出強化

宮崎市保育料収納推進
員を活用した滞納分の納
付指導等

99.20%保育料収納率（現年度分） 99.15%

実施スケジュール

効率的で効果的な行政経営

歳入確保と歳出削減の推進

1　宮崎市保育料収納推進員（認可保育所施設長）を活用した滞納分の納付指導等
2　宮崎市コールセンターを活用した前月未納分の納付勧奨
3　納付誓約書の提出・履行の強化
4　児童手当からの徴収申出書の提出強化
5　滞納整理担当課への事務移管の促進

　福祉部　保育幼稚園課

　少子化が進展している一方で、夫婦共働きにより生計を維持する世帯が増えるなど、保育のニー
ズは、なお高まりを見せている。保育料については、毎年約2％未満ではあるが、未納（現年分）が発
生している状況にある。認可保育所の運営経費の財源確保、保育所利用者の応分の負担による公
平性を保つため、収納率の向上を図る必要がある。

取組
内容

達成
目標

　保育料の収納率の維持・向上

効果 　認可保育所の運営経費の財源と保育所利用者の公平性の確保

宮崎市コールセンターを
活用した前月未納分の納
付勧奨

納付誓約書の提出・履行
の強化

所管課

現状
と

課題

分類

No. 31
項目
名称

　保育料の収納率向上

健全な行財政運営の確保に向けた取組

指標 現状 中間年度 最終年度

平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度
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大 1

中 1

小 6

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

分類

No. 32
項目
名称

　道路占用物件の適正化

適合物件占用者に対す
る道路占用許可手続の
申請依頼又は撤去指導

所管課

現状
と

課題

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

歳入確保と歳出削減の推進

1　適合物件占用者に対する道路占用許可手続の申請依頼又は撤去指導
2　不適合物件及び不法占用物件の占用者に対する撤去を含む適正化是正指導
3　不適合物件及び不法占用物件の発生を未然に防ぐための啓発活動

　建設部　用地管理課

指標

不適合物件及び不法占
用物件の占用者に対す
る撤去を含む適正化是正
指導

不適合物件及び不法占
用物件の発生を未然に
防ぐための啓発活動

備考
*1 不適合物件　道路占用基準を満たしていない物件。
*2 適合物件　道路占用基準を満たしているが、申請されていない物件。
*3 不法占用物件　不法に道路を占用している物件。

適合　 　149

不適合
不法
　　　　1，952

適合　　177

不適合
不法
　　　　2，162
　(2016年度)

適合　 　109

不適合
不法
　　　　1，742

 　平成17年度（2005年度）に実施した調査により道路占用物件の適正化指導に取り組んできた結

果、当初の不適合物件
*1

の是正撤去や適合物件
*2

の申請件数も改善されてきた。　しかしながら、道

路占用に関する認知不足により新たな不法占用物件
*3

の増加や未申請物件も見受けられる。

道路利用者の安全性、快適な道路空間の確保に向け
た指導件数（単年度）

取組
内容

達成
目標

　道路利用者の安全性、快適な道路空間の確保

効果
・道路占用物の管理者による安全確保（道路占用制度に対する意識づけ）
・道路占用料収入の増による道路空間の維持確保

現状 中間年度 最終年度

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 1

小 6

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 33
項目
名称

　市営住宅家賃等の収納確保

最終年度

長期高額滞納者への法
的措置

退去滞納者の追跡調査、
回収可否の整理

指定管理者への指導

99.70%

104人

指標

99.62%
(2016年度)

173人
(2017年8月末）

99.75%

70人

達成
目標

　市営住宅家賃等の収納率の向上及び適切な滞納整理の実施

効果 　市営住宅等の安定した運営と入居者間の公平性の確保

1　市営住宅家賃収納率（現年度分）

2　長期高額滞納者数

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

歳入確保と歳出削減の推進

1　指定管理者への滞納整理に係る指導

2　長期高額滞納者
*
への厳格な法的措置の実施

3　退去滞納者への納入指導と回収可能な債権の明確化

　建設部　建築住宅課

　平成28年度（2016年度）の収納率は、家賃92.12%（現年99.62%、滞納繰越11.58%）、駐車場使用料
96.92%（現年99.58%、滞納繰越21.56%）、退去修繕費11.48%（現年90.31%、滞納繰越8.49%）であり、滞
納繰越分の確保が困難になっている。

取組
内容

備考 * 長期高額滞納者　6ヶ月以上または10万円以上の滞納がある者。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 1

小 6

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

所管課

現状
と

課題

分類

No. 34
項目
名称

　上下水道料金等の収納率向上

　平成23年度（2011年度）に料金センターを開設し、委託業務の受託者と連携しながら上下水道料金
等の収納率の向上に努めているが、景気停滞等の要因から、今後も収納率の低下が懸念される。
　上下水道財政の健全化及び負担の公平性を確保するため、収納率の向上を図る必要がある。

最終年度

必要に応じた給水停止や
滞納処分等の実施（随
時）

料金センター委託受託者
が行う滞納整理業務の進
捗管理と指導監督（通
年）

（水）　98.91％

（下）　98.90％

1　水道料金収納率（現年度分）
*

2　下水道使用料収納率（現年度分）
*

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果

　平成34年度（2022年度）の収納率（現年度（5月末））
　　水道料金　98.91％　　下水道使用料　98.90％

　上下水道財政の健全化及び負担の公平性が確保される

健全な行財政運営の確保に向けた取組

効率的で効果的な行政経営

歳入確保と歳出削減の推進

1　料金センター委託受託者が行う滞納整理業務の進捗管理と指導監督
2　必要に応じた給水停止や滞納処分等の実施

　上下水道局　料金課

（水）　98.87％

（下）　98.86％

指標

（水）　98.75％
(2016年度)

（下）　98.80％
(2016年度)

備考
*　公営企業会計においては出納整理期間はないが、目標とする収納率は、市税等と同様に5月末
現在の値を用いている。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度
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大 1

中 2

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

現状
と

課題

所管課

分類

No. 35
項目
名称

　公共施設の効率的･効果的な管理

健全な行財政運営の確保に向けた取組

最終年度

公共施設経営適正化計
画の策定

公共施設経営適正化計
画に沿った施設経営の実
施

データベースの更新（実
態調査及び施設評価）

33.3％

(2巡目
*
)

66.6％

(3巡目
*
)

備考

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果 　将来の公共施設の更新修繕費の縮減及び平準化

　施設の保有量の適正化

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

需要を見据えた公共施設等サービスの見直し

1　公共施設の実態を点検・分析するためデータベースの更新
2　施設評価を基に、今後も引き続き保有する施設は「公共施設経営適正化計画」を策定
3　公共施設経営適正化計画に沿った施設経営の実施

　企画財政部　資産経営課

　平成29年（2017年）2月に、「宮崎市公共施設等総合管理計画」を策定し、公共施設の「総量の最適
化」「質の向上」「投資の厳選」に取り組むこととした。
　本市が保有する公共施設の多くが30年以上経過し、老朽化が進んでいるため、今後、多額の修繕
更新費用が見込まれ、財政負担が懸念される。

＊　施設評価では、対象施設を4年毎に再評価する計画としている。そのため、平成29年度(2017年
度)から2巡目、平成33年度(2021年度)から3巡目となる施設評価への取組を予定している。

100％

(2巡目
*
)

指標

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

施設評価実施率（施設評価実施施設数／施設評価
対象施設数）
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大 1

中 2

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

項目
名称

No. 36 　公立公民館（地区公民館）の最適な施設経営への取組

分類

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

需要を見据えた公共施設等サービスの見直し

所管課 　地域振興部　地域コミュニティ課

現状
と

課題

　公立公民館のうち地区公民館は事務補助執行により、地域振興部が管理運営、施設の維持管理
及び整備に関することを所管。ただし、地区公民館における定期講座の総合的な企画や公民館等職
員の社会教育に関する研修は生涯学習課が所管。老朽化した地区公民館の建て替えが喫緊の課
題のため、平成29年度（2017年度）に「宮崎市公立公民館等整備及び長寿命化計画」を策定。計画
に沿って、今後真に必要な機能を見極めながら施設整備を進めるとともに、効果的、効率的な施設
経営を実現するための検討を行う必要がある。

取組
内容

1　「宮崎市公共施設使用料設定基準」に沿った施設運営（受益者負担）の検討
2　地区公民館の利用状況の分析に基づく稼働率向上のための取組
3　効果的、効率的で地域ニーズに対応した管理運営体制の手法導入の検討
4　検討結果の反映

達成
目標

・「宮崎市公共施設使用料設定基準」に基づいた適正な受益者負担の設定
・地区公民館各室の稼働率向上と効果的、効率的で地域ニーズに対応した管理運営体制の構築

効果 　住民満足度を維持した効果的、効率的な地区公民館の施設経営

指標 現状 中間年度 最終年度

地区公民館の稼働率向上
31.6%

(2016年度）
32.4% 33.6%

適正な受益者負担の設
定見直し

稼働率向上の取組み

ニーズに対応した管理運
営体制の手法導入の検
討

検討結果の反映

備考
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大 1

中 2

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

保有数の最適化検討

検討結果に基づいた取
組

備考
南部老人福祉センター　 1980年5月設置。　  赤江老人福祉センター　1982年5月設置。
跡江老人いこいの家　    1974年7月設置。　　住吉老人いこいの家　   1977年4月設置。
古城老人いこいの家 　   1983年7月設置。

工事・修繕への早急な対
応

計画的な施設の維持

効率的、計画的な修繕にむけた指定管理者との協議
回数（単年度）

0

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度

2 3

効果 　施設の計画的な管理、運営

指標 現状 中間年度 最終年度

取組
内容

1　定期点検結果や各施設管理者の意見を踏まえた工事、修繕への早急な対応
2　管理運営上の緊急性、必要性に基づく計画的な施設の維持
3　老朽化が著しく、維持管理が困難な施設等の管理運営の見直しを検討
4　施設の管理運営の見直し検討結果に基づいた取組の推進

達成
目標

・計画的な維持管理による経費の抑制
・施設の管理運営の見直しの検討継続による保有数の最適化

所管課 　福祉部　長寿支援課

現状
と

課題

　生きがい支援施設は市内で19か所あり、高齢者の健康増進及び交流の場を目的として設置し利
用者も増加傾向にある。
　ただし、昭和40年、50年代に建てられた施設も多く、建物及び設備共に老朽化が進んでいるため、
工事、修繕案件が毎年増加している。

分類

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

需要を見据えた公共施設等サービスの見直し

項目
名称

No. 37 　生きがい支援施設の適正な管理運営
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大 1

中 2

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

3回
(2019年度）

指標

0回

備考

検討結果に基づく施設運
営への取組

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

需要を見据えた公共施設等サービスの見直し

1　施設の利用状況、経営状況の把握と分析
2　外部委員を含めた検討会の設置
3　施設の運営見直しについて研究・検討
4　検討結果に基づく施設運営への取組

　農政部　森林水産課

取組
内容

達成
目標

　最適な施設運営、経営に向けた取組促進

効果 　施設経営の効率、安定化

最終年度

検討会の設置

施設の運営見直しについ
て研究・検討

施設の利用状況、経営状
況の把握と分析

－検討会の開催

中間年度現状

所管課

現状
と

課題

分類

No. 38
項目
名称

　宮崎市自然休養村センターの運営見直し

　宮崎市自然休養村センターの運営見直し計画に基づき、平成27年度（2015年度）に利用料金（減
免額）改定後の経営状況の把握と分析を行った。
　利用者は、ピーク時には130,000人、現在は100,000人以上が利用する施設である。開設後、約40
年が経過し本館施設の老朽化や平成14年（2002年）に新設した温泉施設のボイラー等が耐用年数
を迎え、施設の修繕や大規模改修が必要となることから、効率的な施設の運営見直しを行う必要が
ある。

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 2

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

（2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

現状 中間年度 最終年度

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度）

14施設16施設 13施設

　農業集落排水施設
*1

は、旧宮崎市内においては平成7年（1995年）から、旧4町域においては平成
元年（1989年）から順次供用を開始しており、平成29年（2017年）現在、全16施設の内、7施設で供用
後20年が経過している。
　今後、施設の老朽化に伴う修繕・改築に多額の費用を要する。

最適な維持管理を目的とした農業集落排水施設の削
減

取組
内容

達成
目標

効果

　農業集落排水施設の最適整備構想策定と公共下水道への統合

　低コストな維持管理

3施設の修繕・改築費用
と公共下水道接続費用
の比較検討

公共下水道接続

備考
*1 農業集落排水施設　農業振興区域内の農業集落におけるし尿、生活雑排水などの汚水等を処
理する施設。
*2 公共下水道　主として市街地における下水を排除し、又は処理する施設。

農業集落排水施設（13施
設）の最適整備構想策定

所管課

現状
と

課題

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

需要を見据えた公共施設等サービスの見直し

　全16施設の最適な維持管理を検討するとともに、接続可能な公共下水道
*2

が近隣にある3施設に
ついて、「施設の修繕・改築費用」と「公共下水道接続費用」を比較し、より低コストな汚水処理手法
を採用する。
　1　農業集落排水施設（13施設）の最適整備構想策定（平成30年度（2018年度）6施設、平成31年度
　　（2019年度）7施設の機能診断を実施し、平成32年度（2020年度）に構想を策定）
　2　3施設の修繕・改築費用と公共下水道接続費用の比較検討
　3　農業集落排水施設の公共下水道接続（平成32年度（2020年度）2施設、平成33年度（2021年度）
　　1施設接続）

　上下水道局　下水道整備課

指標

分類

No. 39
項目
名称

　農業集落排水施設の最適な維持管理
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大 1

中 2

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

所管課

現状
と

課題

分類

No. 40
項目
名称

　橋梁長寿命化の方策の推進

　市が管理する橋梁1,160橋について、橋梁長寿命化修繕計画策定事業に基づき、修繕計画を策定
しており、この計画に基づき、優先度・緊急度の高い橋梁から、概ね10ヵ年を目安に修繕工事を行っ
ている。

最終年度

橋梁修繕詳細設計の委
託

橋梁修繕工事の実施

橋梁長寿命化修繕計画
策定事業の推進

44%橋梁長寿命化の推進率(修繕工事を実施した割合）

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果

　計画に沿った修繕工事の実施

　予防保全型の補修により、維持管理に係るトータルコストが縮減できる

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

公共施設等の長寿命化の推進

1　橋梁長寿命化修繕計画策定事業の推進（点検の実施、修繕計画の策定）
2　橋梁修繕詳細設計の委託（優先度、緊急度が高い橋梁を対象とした修繕詳細設計業務委託）
3　橋梁修繕工事の実施（前年度の修繕詳細設計に基づいた修繕工事の実施）

建設部　道路維持課

42%

指標

13%

備考

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度
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大 1

中 2

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 41
項目
名称

　道路施設長寿命化の方策の推進

最終年度

道路施設修繕詳細設計
の委託

道路施設修繕工事の実
施

道路施設長寿命化修繕
計画策定事業の推進

13%

指標

4% 17%

達成
目標

効果

　計画に沿った修繕工事の実施

　予防保全型の補修により、維持管理に係るトータルコストが縮減できる

道路施設長寿命化の推進（老朽化した施設に対する
修繕割合）

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

公共施設等の長寿命化の推進

1　道路施設長寿命化修繕計画策定事業の推進（点検の実施、修繕計画の策定）
2　道路施設修繕詳細設計の委託（優先度、緊急度が高い施設を対象とした修繕詳細設計業務委
　託）
3　道路施設修繕工事（前年度の修繕詳細設計に基づいた修繕工事の実施）

建設部　道路維持課

　市が管理する道路施設であるトンネル5箇所、大型カルバート6箇所、横断歩道橋10橋、門型標識3
基、土工構造物（法面）21箇所について、平成27年度末（2015年度末）に道路施設長寿命化修繕計
画を策定。この計画に基づき、優先度・緊急度の高い施設から概ね10ヶ年を目安に、詳細設計およ
び修繕工事を行っていく。

取組
内容

備考

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 2

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

所管課

現状
と

課題

分類

No. 42
項目
名称

　舗装長寿命化の方策の推進

　市が管理する道路は、総延長約2,600kmあり、アスファルト舗装が約2,400km、コンクリート舗装が
約50kmとなっている。建設後数十年経過している路線が多く、今後も損傷が進行することが予想され
るため、長期的な視点に基づき、計画的な修繕を行っていくことが急務となっている。

　平成25年度（2013年度）に路面性状調査
*
を実施し、平成29年（2017年）3月に「宮崎市舗装長寿命

化修繕計画」を策定した。計画に基づき予防保全型の修繕へ転換を図る。

最終年度

修繕工事

修繕詳細設計

100%
舗装長寿命化の推進率（修繕を必要とする路線に対
する着手割合）

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果

　計画に沿った修繕工事の実施

　予防保全型の補修により、維持管理に係るトータルコストが縮減できる

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

公共施設等の長寿命化の推進

1　修繕設計の実施（修繕を行う路線に対して詳細な調査の実施、修繕の範囲、工法等を検討）
2　修繕工事の実施（修繕設計に基づき、修繕工事を実施）

建設部　道路維持課

69%

指標

19%

備考 *　路面の状態を調査し、路線ごとに損傷度合いの評価を実施した。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度
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大 1

中 2

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考
*1　公園数・面積・施設数は、長寿命化計画策定時（平成28年(2016年)7月現在）。
*2 公園施設　公園施設とは、都市公園法第2条第2項各号に掲げる施設を指す。

「宮崎市公園施設長寿命化計画」に基づいた補修・
更新の実施率

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

公共施設等の長寿命化の推進

1　「宮崎市公園施設長寿命化計画」（計画期間：平成28年度（2016年度）～平成37年度（2025年度））
　と日常的な点検や維持管理の結果に基づいた公園施設の補修・更新

　都市整備部　公園緑地課

　本市は、現在505箇所（731.18ha）
*1

の公園を管理しているが、供用開始からかなりの年数が経過し
た公園が多く、公園内施設も老朽化や現在の基準に合わないものが多くなっている。

　長寿命化計画の対象だけでも294公園で34,816施設と膨大であり、これらの公園施設
*2

を一度に補
修・更新を行うことは不可能であるため、平成28年度（2016年度）に策定した「宮崎市公園施設長寿
命化計画（計画期間：平成28年度（2016年度）～平成37年度（2025年度）」に基づき、施設毎の緊急
度、優先度に応じた計画的、効率的な施設の補修・更新を実施する必要がある。

取組
内容

達成
目標

効果

　「宮崎市公園施設長寿命化計画」に基づいた公園施設の計画的な補修・更新を実施する

・市が管理する公園施設の安全性や機能が確保される
・効率的な維持管理が行われ、ライフサイクルコストの縮減が期待できる

最終年度

長寿命化計画に基づく公
園施設の補修・更新

45%

指標

2%
(2016年度)

67%

所管課

現状
と

課題

分類

No. 43
項目
名称

　長寿命化計画に基づいた公園施設の計画的な改築・更新の実施
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大 1

中 2

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考 * 長寿命化計画　基本的な方針に基づく実際の整備内容や時期、費用等を具体的に表す計画。

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

公共施設等の長寿命化の推進

　定期点検や改修履歴による劣化、損傷等の老朽化の状況を把握し、優先順位付けや予算の平準

化、トータルコストの縮減等を加えた「長寿命化計画
*
」を策定し、民間活力の導入検討と老朽化して

いく学校施設の機能維持に取り組む。
　1　長寿命化計画の策定
　2　長寿命化計画に基づいた学校施設の機能維持、整備

　教育委員会　学校施設課

　学校施設は、昭和40年代から50年代にかけての児童生徒急増期に校舎や屋内運動場等の建設
を行ってきたため、建築後30年以上を経過した建物が全体棟数の７割を占めており、老朽化が進行
している。
　老朽化が進行している施設を全て従来の改築の手法で対応していくのは財政面で相当な負担増
になる。

取組
内容

達成
目標

効果

　学校施設における長寿命化計画に基づく、施設の維持管理の実施

・中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減や予算の平準化が図られる
・学校施設全体を機能維持していく整備計画として活用できる

最終年度

長寿命化計画に基づく施
設の整備

長寿命化計画の策定

指標

所管課

現状
と

課題

分類

No. 44
項目
名称

　学校施設における長寿命化計画の策定
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大 1

中 2

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

現状
と

課題

所管課

分類

No. 45
項目
名称

　指定管理者制度の効率的・効果的な運用

健全な行財政運営の確保に向けた取組

最終年度

評価･効果の検証
（モニタリングの実施）

3,497,315人
(25施設）

3,600,000人

備考

年間施設利用者（利用料金制導入施設）

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果 　市民サービスの向上と施設利用者数の増加

　より効率的で効果的な施設の運用

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

民間活力を生かした公共施設等の管理運営

　指定管理者の評価、効果の検証（モニタリングの実施）

　企画財政部　資産経営課

　平成15年（2003年）9月より導入された指定管理者制度の趣旨に沿って、制度の定着化・透明性の
確保に努め、平成29年（2017年）4月1日現在、236施設において指定管理者制度を導入している。
　指定管理者制度の評価及び効果を検証し、効率的・効果的な運用を行う必要がある。

3,560,000人

指標

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2022年度）（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度）
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大 1

中 2

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

（2022年度）（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度）

* 地域プラットフォーム　地域の企業、金融機関、地方公共団体等が集まり、PPP/PFI事業のノウハ
ウ習得と案件形成能力の向上を図り、具体のPPP/PFI案件形成を目指した取組。

2回

指標

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

民間活力を生かした公共施設等の管理運営

1　導入可能性調査の実施

2　地域プラットフォーム
*
への参画

　企画財政部　資産経営課

　平成29年（2017年）3月に「宮崎市PFI導入の手引」を策定し、一定規模の整備事業において、PPP
/PFI手法導入を優先的に検討することとしている。
　公共施設サービスの向上や経費の節減を図るため、民間ノウハウの活用や適切な事業手法の選
定を行う必要がある。

地域プラットフォームへの参画回数（年間）

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

　効率的・効果的な事業手法の検討

　公共施設サービスの向上及び経費の節減効果

最終年度

地域プラットフォームへの
参画

導入可能性調査の実施

2回 2回

備考

現状
と

課題

所管課

分類

No. 46
項目
名称

　PPP/PFI手法の効果的な活用

健全な行財政運営の確保に向けた取組
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大 1

中 2

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

青島参道南広場の運営
の見直し

白浜オートキャンプ場の
運営の見直し

道の駅フェニックスの運
営の見直し

青島ビーチセンターの利
用者増加に向けた方策
の検討・実施

項目
名称

No. 47 　観光施設における運営の見直し

分類

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

民間活力を生かした公共施設等の管理運営

所管課 　観光商工部　観光戦略課

現状
と

課題

　青島地域には観光施設が4施設（道の駅フェニックス、白浜オートキャンプ場、青島参道南広場、青
島ビーチセンター）あり、それぞれ指定管理者制度を導入し運営を行っている。しかし、施設や設備
の老朽化が進み、修繕・改修が度重なる中、施設のあり方や、利用者を増やす等の運営の見直しに
取り組む必要がある。

取組
内容

　民間活力導入を含めたより効率的な施設運営の見直しを進める。
　1　青島ビーチセンターの利用者増加に向けた方策の検討・実施
　2　青島参道南広場の運営の見直し（平成31年度（2019年度））
　3　白浜オートキャンプ場の運営の見直し（平成31年度（2019年度））
　4　道の駅フェニックスの運営の見直し（平成32年度（2020年度））

達成
目標

　民間活力導入を含めた施設運営の実施

効果 　利用者数の増加

指標 現状 中間年度 最終年度

青島ビーチセンターの利用者数（年間） 13.2万人
* 14万人 15万人

備考 *　平成29年度末（2017年度末）における見込み利用者数。
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大 1

中 2

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 48
項目
名称

市営住宅等管理戸数の最適化と居住環境の向上及びPFI等を活用した公営住
宅の整備

最終年度

施設のライフサイクルコ
ストの検証による建て替
えと集約化及び用途廃止

入居率向上や居住環境
向上を目的とした個別住
戸改善の実施

施設の予防保全に向け
た計画的な維持管理の
実施

5,471戸5,488戸

指標

5,259戸

達成
目標

・長寿命化計画に沿った管理戸数の最適化
・PFI等を活用した建て替えの実施

効果
・計画的な改修等による維持管理費の平準化
・建て替えや住戸改善による居住環境の向上（高度バリアフリー化住戸の増加等）
・PFI等を活用した建替事業の実施による事業費の縮減（VFM）

市営住宅等の管理戸数

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

民間活力を生かした公共施設等の管理運営

1　事後保全
*1

から予防保全
*2

への転換・定期点検や修繕履歴等を踏まえた計画的な改修・改善によ
　る建物の長寿命化
2　ライフサイクルコストの検証結果に基づく建て替えと老朽化した小規模団地の集約化及び用途廃
　止等への取組
3　入居率や居住環境の改善などに向けた個別住戸改善による既存ストックの有効活用
4　高齢者世帯の増加を見越したバリアフリー化の実施

5　総事業費10億円以上の建替事業を対象とした民間の資金やノウハウ等を活用するPFI
*3

等による
　建替事業の実施

　建設部　建築住宅課

　市営住宅等の管理戸数は、平成29年（2017年）4月1日現在で、5,488戸となっている。今後の人口
減少等を踏まえ、「宮崎市公営住宅等長寿命化計画(平成28年（2016年）10月改定）」では、平成37年
（2025年）の管理戸数を約5,150戸としており、厳しい財政状況の中、管理戸数の最適化に向けた事
業の推進を図っている。
　耐用年限の2分の1を経過する住宅数が全体の約6割を占めており、今後、老朽化した住宅の更新
や維持管理費の増加が懸念される一方、時代のニーズに合う良質な住宅の形成が求められてい
る。

取組
内容

備考

PFI等を活用した建替事
業の実施

建替事業での高度バリア
フリー化の実施

*1 事後保全　実際に異常や故障が発生してから修繕等を実施する方法。
*2 予防保全　施設の劣化の有無等を予測した上で計画的に維持保全等を行う方法。
*3 PFI　公共施設等の設計、建設、運営等を民間の資金、経営能力や技術的能力を活用して、効率
的、かつ効果的に実施する事業手法。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 2

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

所管課

現状
と

課題

分類

No. 49
項目
名称

　下北方浄水場脱水処理施設の更新

　基幹浄水場である下北方浄水場は、平成20年度（2008年度）より大規模改修事業に着手し、老朽
化や耐震対策のより一層の強化に向けて施設更新を行っている。
　脱水処理施設（昭和52年（1977年）設置）の整備更新では、民間事業者の技術力、ノウハウ等を活
用するPPP/PFI手法の導入により、コスト削減を検討する必要がある。

最終年度

実施方針の策定・公表・
事業者選定

施設更新

詳細な検討

85%更新事業の進捗率

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果

　下北方浄水場脱水処理施設整備におけるPPP/PFI手法の導入

　更新費用のコスト削減

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

民間活力を生かした公共施設等の管理運営

　PPP/PFI手法導入の検討および実施
　1　詳細な検討（VFMの算定、PPP手法の選定、事業可否の判断）
　2　実施方針の策定・公表・事業者選定
　3　施設更新

　上下水道局　浄水課　

10%

指標

0%

備考 脱水処理施設整備更新の事業期間　平成30年度（2018年度）～平成35年度（2023年度）予定。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度
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大 1

中 2

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

設計・施工

事業者選定

*1 PFI等手法　公共施設等の設計、建設、運営等を民間の資金、経営能力や技術的能力を活用し
て、効率的、かつ効果的に実施する事業手法。
*2 従来型手法　自治体が自ら公共施設等の設計・建設・運営を行う手法。

整備工事（設計・施工）の進捗率

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

民間活力を生かした公共施設等の管理運営

1　詳細な検討（VFMの算定、PPP手法の選定、事業可否の判断）
2　次の上下水道事業マスタープラン（平成32年度（2020年度）～平成41年度（2029年度））の素案に
　計画を登載
3　国への事業認可申請と概算要望
4　事業者選定
5　設計・施工

　上下水道局　下水道施設課

　大淀処理場の下水汚泥焼却施設は、平成35年度（2023年度）には運転開始から30年目になるた
め、更新検討が必要になっている。下水道法改正（平成27年度（2015年度））により「下水汚泥を燃
料・肥料として再生利用する努力義務（第21条の2）」が明確化されており、焼却ではなく、燃料・肥料
化施設の導入に向けた検討など準備を進める必要がある。

取組
内容

達成
目標

効果

　PFI等手法
*1

により燃料・肥料化施設の設計・施工に関する事業者が決定され、平成36年度（2024
年度）稼働に向けて設計・施工を開始する

　CO2削減の向上及び従来型手法
*2

に比べてコスト削減が期待できる

最終年度

上下水道局マスタープラ
ン（素案）に登載

事業認可申請
概算要望

詳細な検討

0%

指標

0% 50%

所管課

現状
と

課題

分類

No. 50
項目
名称

　大淀処理場下水汚泥処理施設の更新

-70-



大 1

中 2

小 4

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

固定資産台帳の年次更
新

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度）

　財務書類の活用方針を定め、有効的に活用する

　効率的で持続可能な公共施設マネジメントが可能となる

1　固定資産台帳の年次更新
2　固定資産台帳の整備を踏まえた財務書類の活用方法についての他市事例を参考にした検討
3　公共施設マネジメントへの活用推進

（2020年度） （2021年度） （2022年度）

最終年度

財務書類の活用方法の
検討

財務書類の公共施設マ
ネジメントへの活用

備考

年1回
（12月末まで）

固定資産台帳の公表

中間年度現状

分類

No. 51

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

公有財産の利活用の推進

項目
名称

　地方公会計（統一的な基準）の財務書類の公共施設マネジメントへの活用

　企画財政部　資産経営課

年1回
（12月末まで）

所管課

取組
内容

達成
目標

現状
と

課題

　本市では、平成20年度（2008年度）決算から「総務省方式改訂モデル」にて財務書類の作成・公表
を行うなど地方公会計に取り組んできた。しかしながら、複数の作成方法が混在し、他団体との比較
が容易にできないため、平成27年（2015年）1月に、総務大臣より平成28年度（2016年度）決算分から
「統一的な基準」による財務書類作成について要請があった。
　「統一的な基準」では、固定資産台帳の整備が必須となるため、適切な資産管理や様々な分析手
法への活用が期待されている。

年1回
（12月末まで）

指標

効果
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大 1

中 2

小 4

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

現状
と

課題

所管課

分類

No. 52
項目
名称

　公用・公共用施設跡地（未利用地）の活用の具体的な検討

健全な行財政運営の確保に向けた取組

最終年度

未利用地の現況調査

有効活用の検討・実施

公有地調整委員会の開催

13件 30件

備考

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果 　未利用地の発生の抑制及び解消により効率的な行財政運営が図られる

　有効活用に関する基本指針により、公用・公共用施設跡地の活用を図る

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

公有財産の利活用の推進

1　公有地調整委員会による判定、評価
2　判定済みの未利用地の現況調査
3　有効活用の検討・実施

　企画財政部　資産経営課

　社会情勢の変化や施設の統廃合等により発生した、公用・公共用施設跡地や未利用地について
は、公有地調整委員会において、売却等を含む有効活用の方向性が示され、その方針に基づき、未
利用地の有効活用について所管課が取り組んでいる。
　未利用地については、行財政運営の効率化、健全化を図る観点から、方向性に基づき有効活用が
図られるべきだが、土地の形状や利用上の規制などから有効活用が困難な場合がある。

23件

指標

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

未利用地有効活用件数（延べ件数）
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大 1

中 2

小 5

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

項目
名称

No. 53 　庁舎のあり方の検討

分類

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

庁舎機能の充実

所管課 　総務部　庁舎管理課

現状
と

課題

　本庁舎は、昭和38年（1963年）の建設から55年が経過しており、耐震補強工事を実施済みである
が、老朽化等が進行しているため、今後建て替えを含めた庁舎のあり方を検討する必要がある。そ
のため、平成29年（2017年）12月に「庁舎のあり方に関する検討」報告書及び「一定の方針案」の公
表を行った。
　今後、市民の意見を十分に聴き、市民の利便性向上や市民ニーズに応えられる機能を有した庁舎
のあり方をさらに検討していくことが求められる。

取組
内容

1　市民の意見を聴く「（仮称）市民懇話会」等の開催によるあり方の検討
2　「庁舎のあり方に関する方針」の策定
3　検討及び策定状況の公表、ホームページでの情報発信

4　基本構想の策定
＊

達成
目標

　庁舎のあり方に関する方針の策定

効果 　「庁舎のあり方に関する方針」への市民ニーズや意見の反映

指標 現状 中間年度 最終年度

ホームページでの情報発信（年間） － 2回以上 －

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

「（仮称）市民懇話会」等
の開催によるあり方の検
討

「庁舎のあり方に関する
方針」の策定

検討及び策定状況の公
表

基本構想の策定

備考
*　「庁舎のあり方に関する方針」を策定する際に、「庁舎の建て替え」を選択した場合には、平成33
年度（2021年度）から基本構想を策定予定。
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大 1

中 2

小 5

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

項目
名称

No. 54 　本庁舎～第四庁舎・総合支所の設備等の計画的な改修の実施

分類

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

庁舎機能の充実

所管課 　総務部　庁舎管理課

現状
と

課題

　本庁舎～第四庁舎や総合支所は、築年数の経過により、設備等の老朽化や組織の改編等による
狭隘化により、業務等に支障を及ぼす状況になってきており、計画的な改修を行う必要がある。
　そのため改修スケジュールを毎年度見直し、修繕状況を反映した更新を行う。

取組
内容

1　本庁舎～第四庁舎、各総合支所の改修スケジュールの更新
2　本庁舎～第四庁舎、総合支所の改修スケジュールに基づいた設備等改修工事の実施

達成
目標

　計画的な改修工事の実施

効果 　市民サービスの向上や執務環境の改善

指標 現状 中間年度 最終年度

改修スケジュール（平成30年度（2018年度)～平成34
年度(2022年度)）に基づいた工事の進捗率

- 50% 100%

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

本庁舎～第四庁舎、各総
合支所の改修スケジュー
ルの更新

本庁舎～第四庁舎、各総
合支所の設備等改修工
事の実施

備考
　「No.53　庁舎のあり方の検討」で策定する「庁舎のあり方に関する方針」との整合性を図り、スケ
ジュールの見直しや必要最低限の改修工事に取り組みます。
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大 1

中 2

小 5

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

項目
名称

No. 55 　地域センターの設備等の計画的な改修の実施

分類

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

庁舎機能の充実

所管課 　総務部　庁舎管理課

現状
と

課題

　地域センターは、築年数の経過による設備等の老朽化や窓口スペース及び執務室の狭隘化が進
行してきている。現在は、故障が出るたびに修繕している状況だが、今後は計画的な改修を行う必
要がある。
　そのため、新たに改修スケジュール（修繕箇所及び時期の決定、設計等の実施）の作成に取り組
む必要がある。

取組
内容

1　地域センターの設備等改修スケジュールの作成
2　地域センターの設備等の設計の実施
3　地域センターの設備等改修工事の実施
4　地域センターの改修スケジュールの更新

達成
目標

　計画的な改修工事の実施

効果 　市民サービスの向上や執務環境の改善

指標 現状 中間年度 最終年度

改修スケジュール（平成32年度（2020年度）～平成34
年度（2022年度））に基づいた工事の進捗率

- 33% 100%

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

地域センターの改修スケ
ジュールの策定

地域センターの設備等の
設計の実施

地域センターの設備等改
修工事の実施

地域センターの改修スケ
ジュールの更新

備考
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大 1

中 2

小 5

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画サテライト室の供用開始

備考

会議室の利用状況の分
析やサテライト室の設置
の検討

会議室等の配置の見直
しや試験的なサテライト
室の設置

サテライト室の試験的導
入・効果の検証

サテライト室の設置方針
の策定及び設置工事

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

サテライト室の設置数 － １室 １室

効果 　事務の効率化及び執務環境の改善

指標 現状 中間年度 最終年度

取組
内容

　会議室の利用の効率化を図るとともに、サテライト室を設置し、事務の効率化に取り組む。
　1　事務の効率化に向けた会議室の利用状況の分析やサテライト室の設置・利用方法の検討
　2　会議室等の配置の見直しや試験的なサテライト室の設置
　3　サテライト室の試験的導入・効果の検証
　4　サテライト室の設置方針の策定及び設置工事
　5　サテライト室の供用開始

達成
目標

　サテライト室の設置

所管課 　総務部　庁舎管理課

現状
と

課題

　本庁舎～第四庁舎（以下「本庁舎等」という。）の会議室の利用率が高くなっており、利用したい時
に、利用できない事があり、業務等に支障を及ぼす状況が見られる。
　また、総合支所や教育委員会等の職員が、本庁舎等での会議や決裁などの間に業務を行いたい
が、執務環境（サテライト室等）が整っていないため、事務の効率化が図られていない状況にある。
　事務効率を上げるため、「会議のあり方の見直し」や「仕事の進め方改革」、「組織の改編」といった
取組と連動しながら、今後、サテライト室の設置や会議室の配置の見直しの検討を行う必要がある。

分類

健全な行財政運営の確保に向けた取組

投資の厳選による公共施設等の「総量の最適化」と「質の向上」

庁舎機能の充実

項目
名称

No. 56 　庁舎における事務の効率化の検討
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大 1

中 3

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 57
項目
名称

　人事評価制度の円滑な実施

最終年度

評価方法の検証

評価者及び被評価者研
修の実施

評価結果の分析

指標

達成
目標

効果

　制度に対する信頼度、納得度の向上

・職員個々の能力や実績等を把握することで、適材適所の人事配置や組織の活性化が期待できる
・職員の業務遂行意欲が向上し、併せて業務能率も向上する
・市民の期待に応えられる職員を育成し、組織力を向上させることで、市民サービスの向上に資する
・ことができる

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

課題解決に向け行動する職員の育成

　「目標管理を活用した人事評価制度」の精度をより向上させるとともに、「能力及び実績に基づく人
事管理」に対応するため、評価方法及び評価結果の活用方法についての検討を行う。
　1　評価結果の分析
　2　評価方法の検証
　3　評価者及び被評価者研修の実施
　4　職員アンケート等の実施

　総務部　人事課

　平成10年度（1998年度）から試行した人事考課制度については、考課結果を昇任や人事異動の参
考として活用してきた。このような中、平成26年（2014年）5月の地方公務員法改正により、地方公共
団体における人事評価制度の実施とその結果に基づく人事管理の徹底が義務付けられたことによ
り、平成28年（2016年）4月から、全ての職員を対象に人事評価を実施しているところである。
　今後は、制度に対する信頼性や納得性、評価者による評価の誤差を少なくするための仕組みづく
りなど、人事評価制度の浸透をいかに図るかが課題である。

取組
内容

備考

職員アンケート等の実施

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

-77-



大 1

中 3

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

課題解決に向け行動する職員の育成

1　試験方法の見直し
2　試験日程の見直し

　総務部　人事課

　職員採用制度の見直しに取り組み、平成22年度（2010年度）から二次試験制を三次試験制に見直
した。
　職員採用にあっては、知識偏重ではなく人物面を重視し、変化の時代を乗り切ることができる人材
の採用に努め、より多くの希望者が受験できる環境の整備を行うことなどにより、意欲ある優秀な人
材を確保することが求められている。また、専門的な知識や技術を必要とする職等についても、適切
な判断や対応ができる優秀な人材の確保が求められている。

取組
内容

達成
目標

効果

　人物を重視した採用試験の継続

・高度化、複雑化する市民ニーズに対応できる意欲ある優秀な人材の確保
・適材適所の人事配置の充実

最終年度

試験日程の見直し

試験方法の見直し

指標

所管課

現状
と

課題

分類

No. 58
項目
名称

　職員採用試験制度の見直し
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大 1

中 3

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

所管課

現状
と

課題

分類

No. 59
項目
名称

　能力と意欲をもち行動する人材（職員）の育成

　階層別の「基本研修」、特定分野の能力を養成する「特別研修」、研修機関への「派遣研修」を実施
し、必要とされる能力の開発、資質向上の研修を実施してきた。
　職員が積極的に研修を受講する意欲の醸成や自己学習への支援の他、受講しやすい環境の整備
も進める必要がある。また、組織全体のレベルアップのため職場研修を活性化するとともに、個別の
研修効果検証や職員のニーズの把握により、研修体系や実施科目の見直しを行う必要がある。

最終年度

研修内容の見直し、新規
研修の検討

自己啓発の推進や職場
研修活性化への取り組
み

研修のふりかえりアン
ケート等の実施

98%

60%

1　基本研修及び特別研修のふりかえりアンケートの有

1　益率
*1

2　経営を意識した人材育成に関する研修内容の実践

2　率
*2

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果

　能力と意欲をもち行動する人材（職員）の育成

　職場の活性化、職員の資質向上

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

課題解決に向け行動する職員の育成

1　研修のふりかえりアンケート等の実施
2　研修内容の見直し、新規研修の検討
3　自己啓発の推進や職場研修活性化への取り組み

　総務部　人事課

98%

60%

指標

98.2%
(2016年度)

－

備考

*1 有益率　アンケートの問「職務への有益性」について、「大いに役立つ」及び「ある程度役立つ」と
回答した受講生の割合。
*2 実践率　研修受講一定期間後に、業務において研修内容を「実践した」「一部、実践した」と回答
した受講生の割合。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度
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大 1

中 3

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 60
項目
名称

　女性職員の活躍推進

最終年度

宮崎市女性職員の活躍
推進プランの検証及び新
たなプランの検討

宮崎市女性職員の活躍
推進プランの実施

13.60%

指標

11.40%
15.00%

(2021年度）

達成
目標

効果

　管理職への女性登用率の増加

　政策方針決定過程への女性職員の参画拡大

女性管理職の登用率

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

課題解決に向け行動する職員の育成

1　宮崎市女性職員の活躍推進プラン
*2

の実施
2　宮崎市女性職員の活躍推進プランの検証及び新たなプランの検討

　総務部　人事課

　本市では、これまで、適材適所、能力主義の原則に基づいて、人事評価制度等を参考に、登用及
び職員配置を進めている。すべての職員が自身の能力を十分に発揮できるよう努めてきたが、女性

職員の管理職
*1

への登用率が、全国市町村の平均に比べ、低い状況にある。
　複雑多様化する市民ニーズに的確に応えるための政策を立案・実行していくことが求められる中、
すべての職員が、性別に関係なく公平に育成・評価・処遇され、能力を最大限に発揮できる活力ある
職場づくりが必要である。

取組
内容

備考
*1 管理職　課長級以上の職員。
*2 宮崎市女性職員の活躍推進プラン　女性管理職登用率の向上を目指して、平成24年（2012年)3
月に策定。計画期間は平成24年度(2012年度)～平成33年度(2021年度)（10カ年）。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 3

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

100%

指標

平成32年度 平成33年度

備考 * PPE　個人用防護具（ガウン・手袋・マスク・ゴーグル・キャップ・シューズカバー等）。

　感染症危機管理体制の充実、強化

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

課題解決に向け行動する職員の育成

1　感染症危機管理研修の実施（講話）
2　市保健所における感染症対応体制についての確認

3　感染症発生時の保健所職員の出動に備えたPPE
*
着脱訓練の実施

　健康管理部　健康支援課

最終年度

市保健所における感染症
対応体制についての確
認

感染症発生時の保健所
職員の出動に備えたPPE
着脱訓練の実施

感染症危機管理研修の
実施（講話）

100% 100%保健所職員の研修への参加率

中間年度

所管課

分類

No. 61
項目
名称

　感染症危機管理体制の充実・強化のための職員研修の推進

現状
と

課題

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度

　新型インフルエンザをはじめとする重大な感染症の患者が発生した場合などに備えて、保健所の
全職員が対応できるよう、感染症危機管理体制に関する研修などを実施している。職務の都合上、
研修などに参加できない職員には、資料を配布し徹底を図っている。
　今後も職員が、迅速かつ的確に、感染拡大防止のための調査や健康観察などを行い、感染の急
速な拡大や大規模な流行への発展を回避できるよう、さらなる職員研修等を実施する必要がある。

現状

取組
内容

達成
目標

効果 　重大な感染症が発生した場合に、保健所職員が迅速かつ的確に対応することができる

平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 3

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 62
項目
名称

　消防職員研修体制の充実

最終年度

OJT（職場内研修）の実
施

現計画の検証及び新計
画の策定

4回

指標

3回 5回

達成
目標

　消防職員研修計画に基づいた各種研修の実施

効果
・職員の資質の向上
・組織力、災害対応力の向上

消防局が企画する研修会の年間実施回数

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

課題解決に向け行動する職員の育成

1　「消防職員研修計画」（現計画）の検証（PDCA
*
）及び新たな「消防職員研修計画」（新計画）の策

1定（単年度毎の検証、策定）
2　OJT（職場内研修）の実施

　消防局　総務課

　平成28年（2016年）に熊本地震、平成29年（2017年）には九州北部豪雨が発生するなど、近年大規
模な災害が増え、住民の消防に対する期待はますます高まっている。
　そのような中、消防局では団塊世代職員の大量退職により、平成19年（2007年）から平成28年
（2016年）の10年間で職員数の約3分の1にあたる134名の職員が退職し、若手職員への技術・知識
の伝承や職員の資質向上を図ることが喫緊の課題となっている。

取組
内容

備考
* PDCA　P（プラン・計画)、D（ドゥ・実行）、C（チェック・評価）、A（アクション・改善）の略。この項目を
繰り返すことにより、継続的な業務改善活動を推進する手法。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 3

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 63
項目
名称

　適正な定員管理の推進と効率的な組織の構築

最終年度

効率的で効果的な事務
執行体制の構築

適正な定員管理

2,464人

指標

2,491人以下 2,461人

達成
目標

効果

　第八次宮崎市定員適正化計画に定める数値目標職員数とする

　市民ニーズに適応できる効率的な事務執行体制となる

第八次宮崎市定員適正化計画数値目標として別に定
める職員数

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

適正な人員体制と組織の構築

1　第八次宮崎市定員適正化計画
*
に基づき、適正な定員管理を行う

2　効率的で効果的な組織体制を構築する

　総務部　人事課

　本市では、事務事業及び組織の積極的見直しや民間事業者の活用等により、着実に職員数の適
正化を図ってきており、合併により職員数のピークとなった平成22年（2010年）4月と比較して、平成
29年（2017年）4月現在では184人を減員し、2,479人としている。
　一方、新たな市民ニーズを敏感にくみ取り、更なる市民サービスの向上を図るためには、必要な分
野には相応の人員を配置する必要性があることに加え、職員の心身の健康やワークライフバランス
に配慮した職員の配置も求められている。

取組
内容

備考 * 平成30年(2018年)3月に策定

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 3

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

窓口業務改善のための
取組を研究・検討・実施

証明書のコンビニ交付増に係る広告回数

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

適正な人員体制と組織の構築

1　証明発行窓口の再編の検討
2　証明発行窓口の再編の実施
3　証明書のコンビニ交付増に向けた更なる周知・広報の実施
4　窓口業務改善の取組を研究・検討・実施

　地域振興部　市民課

　今後の証明発行件数の減少（手数料収入の減）が見込まれる中、当該業務に係る運営経費はほ
ぼ変わらないため、財政の健全化が必要となっている。
　その一方で、市民課業務全般に係る窓口での待ち時間緩和など、より一層の窓口業務の改善を通
して市民サービスの向上も併せて検討・実施していく必要がある。

取組
内容

達成
目標

効果

　窓口業務の財政健全化及び市民サービスの向上

・窓口業務に係る経費削減
・市民の利便性の向上
・事務の効率化及び事務改善

最終年度

証明発行窓口再編の実
施

証明書のコンビニ交付の
更なる周知・広報を実施

証明発行窓口再編の検
討

3

指標

0 3

所管課

現状
と

課題

分類

No. 64
項目
名称

　市民課業務に係る市民サービスの向上
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大 1

中 3

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

（2022年度）（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度）

移行後の組織体制の検
討

* SPC  ある目的のために設立された特別目的会社のこと。

-

指標

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

適正な人員体制と組織の構築

1　公社職員が行っている業務やSPCへの委託内容等の分析
2　SPC等への委託と市職員が従事した場合の費用対効果の比較による委託内容等の検討
3　新運営体制への移行に向けた組織体制と適正な職員配置の検討
4　新運営体制移行後の適正な職員数と職種等の検討
5　移行後の委託内容等の検証と検証結果の反映

　環境部　廃棄物対策課

 　エコクリーンプラザみやざきは、公益財団法人宮崎県環境整備公社が管理運営を行っているが、
職員体制は県・市の派遣職員と公社採用のプロパー職員で構成されており、施設の運転や維持管

理等の全ての業務をSPC
*
に一括して委託している状況となっている。

　県の公共関与終了に伴い、平成33年度（2021年度）以降は本市が運営することが決定しており、新
運営体制への円滑な移行に向け、廃棄物の受入や施設の運転・管理等の委託業務のあり方を始
め、参画市町村との調整や施設の延命化工事等の検討が必要となっている。

新運営体制移行後の人件費および管理運営に係る
経費削減　（平成29年度（2017年度）比）

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果
　業務委託（分離発注を含む）による経費（ランニングコスト）の削減と適切な組織体制による効率的
な運営

　廃棄物処理施設の管理に係る適正な職員の配置

最終年度

委託の内容や方法、委託
先等の検討

移行に向けた組織体制と
職員配置の検討

現状の調査と分析
VFMの比較

100％
95％

（5％削減）

備考

移行後の委託内容の検
証と検証結果の反映

現状
と

課題

所管課

分類

No. 65
項目
名称

エコクリーンプラザみやざきの新運営体制への移行に向けた職員派遣と適正な
職員配置の検討

健全な行財政運営の確保に向けた取組
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大 1

中 3

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

所管課

現状
と

課題

分類

No. 66
項目
名称

　機能的な組織体制の構築

　平成28年度（2016年度）に水道料金の改定を行ったが、水需要は引き続き減少傾向にあるととも
に、上下水道施設・設備の老朽化に伴う更新費用や、大規模地震に備える耐震・耐津波化費用も必
要になってくると見込まれるなど厳しい経営環境にある。
　このため、市民や時代のニーズに的確に対応しながら、効率的な事業運営を行うため、機能的な
組織体制の構築に取り組む必要がある。

最終年度

職員の適正配置と組織
の見直し

部課長ヒアリング

1回以上部課長ヒアリングの実施

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

効果

　機能的な組織体制の構築

　効率的で安定した事業運営

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の構築

適正な人員体制と組織の構築

1　部課長ヒアリングの実施
2　職員の適正配置と組織の見直し

　上下水道局　総務課

1回以上

指標

1回

備考

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度
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大 1

中 3

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

指標 現状 中間年度 最終年度

所管課

現状
と

課題

分類

No. 67
項目
名称

　宮崎東諸県広域防災センターの充実

健全な行財政運営の確保に向けた取組

自治会や企業等に対して
防火防災に関する指導
や研修の実施

補完的な予防査察や自
主防災資機材倉庫の点
検など消防OB等を活用
した支援体制の充実

取組
内容

達成
目標

・自治会や企業に対する防火防災に関する指導や研修の実施
・自主防災資機材倉庫の点検の実施

効果
・効果的な予防行政の推進
・地域における防火防災対策の充実

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

適正な人員体制と組織の構築

1　センター職員への計画的な研修の実施
2　自治会や企業等に対して防火防災に関する指導や研修の実施
3　補完的な予防査察や自主防災資機材倉庫の点検など消防OB等を活用した支援体制の充実

　消防局　予防課

　近年の予防行政は違反是正の推進など業務量が増加しており、限られた予防要員では対応が難
しくなっている。防災センターの環境及び資機材の充実を図り、講習会等の質の向上に努めるととも
に、防災センターの業務を拡大するなど市民ニーズへの対応ができる組織体制づくりに取り組んで
いく必要がある。

270回

105箇所

備考

センター職員への計画的
な研修の実施

300回

105箇所

1　訓練指導回数

2　自主防災資機材倉庫の点検箇所

300回

105箇所

実施スケジュール
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大 1

中 3

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

給与制度について調査研究の実施（国及び県内の状
況把握）

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

給与制度等の見直しと職場環境の整備

1　国、県及び他の地方公共団体の動向等を踏まえ、各団体との均衡を考慮した給与制度の見直し

　総務部　人事課

　これまで、国、県及び地方公共団体の動向等を踏まえ、各団体との均衡を考慮しながら、職員の給
与制度の見直しに努めてきた。

取組
内容

達成
目標

効果

　給与制度の適正化

　市民の納得と理解が得られる給与水準の確保

最終年度

給与制度の見直し

1回

指標

1回 1回

所管課

現状
と

課題

分類

No. 68
項目
名称

　給与制度の見直し
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大 1

中 3

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成34年度

（2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

所管課

現状
と

課題

実施スケジュール
平成30年度

（2018年度）

　これまでも、国、県及び他の地方公共団体の動向等を踏まえ、各団体との均衡を考慮しながら休
暇制度等職員の勤務条件の見直しに努めてきた。今後も、市民の理解が得られる勤務条件とするた
め、不断の見直しを行う必要がある。

取組
内容

達成
目標

効果

　必要に応じた勤務条件の見直し

分類

No. 69
項目
名称

　勤務条件の見直し

最終年度

勤務条件の見直し

1回勤務条件についての調査研究の実施

中間年度現状

　公務能率の向上

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

給与制度等の見直しと職場環境の整備

1　国、県及び他の地方公共団体の動向等を踏まえ、各団体との均衡を考慮した勤務条件の見直し

　総務部　人事課

1回

指標

1回

備考

平成31年度 平成32年度 平成33年度
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大 1

中 3

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 70
項目
名称

　被服貸与の見直し

最終年度

貸与品目・期間の見直し

被服貸与希望調査の実施

年1回

指標

年1回 年1回

達成
目標

効果

　被服貸与の適正な運用

　経費の節減及び職員の安全性の向上

職員の被服貸与希望調査の実施

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

給与制度等の見直しと職場環境の整備

　職員の被服の使用状況や貸与希望の調査を実施し、業務の内容、消耗度等を考慮の上、貸与す
る品目や期間の見直しを行う。
　1　被服貸与の希望調査の実施
　2　貸与品目・期間の見直し

　総務部　人事課

　職員に対して、その業務の内容等を考慮して、宮崎市職員の被服貸与に関する規則に基づき被服
を貸与している。貸与する被服品目については、業務内容等の変化に的確に対応して見直しを行う
必要がある。また、貸与期間についても、被服の使用状況や品質の向上等を考慮して見直しを行う
必要がある。

取組
内容

備考

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 3

小 4

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

所管課

現状
と

課題

分類

No. 71
項目
名称

　行政不服審査制度の適正な運用

　平成28年度（2016年度）に行政不服審査法が全面的に改正され、不服申立ての手続が審査請求
に一元化されるとともに、第三者機関への諮問手続等が導入された。
  審査請求制度の適正な運用を図るため、第三者機関として設置した宮崎市行政不服審査会の適
時・適切な運営を行うとともに、引き続き市民等への制度の周知等に努める必要がある。

最終年度

住民への制度の周知及
び処理状況の公表

第三者機関の適時・適切
な運営

年1回
制度周知や処理状況の公表（ホームページの更新
回数）

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

　行政不服審査法に基づく適正な対応

効果 　審理の公正性・透明性の向上

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

内部統制の充実・強化

1　第三者機関（宮崎市行政不服審査会）の適時・適切な運営
2　住民に対する制度の周知及び処理状況の公表

　総務部　総務法制課

年1回

指標

年1回

備考

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度
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大 1

中 3

小 4

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

（2021年度） （2022年度）（2020年度）

事務処理誤りの発生後
の検証等の実施

改善指導等の実施及び
全庁での検証結果の共
有

全庁への浸透施策の実
施

備考

合同研修の企画・実施

チェックリストの作成、確
認の実施

（2018年度） （2019年度）

1　事務処理誤り件数の減少

2　監査指摘事項の削減率（2016年度対比）

12件
（2016年度）

　　　0件

　 25％削減

　　　0件

　 50％削減

効果
・事務処理誤り及び監査指摘事項等の減少
・不祥事等の対応の全庁への浸透による職員の意識改革

指標 現状 中間年度 最終年度

取組
内容

1　関係課（人事課・会計課・監査事務局等）による合同の実務研修等の企画・実施
2　チェックリストの作成及びチェックリストによる確認の実施
3　事務処理誤り発生後の内部検証体制による検証等の実施
4　検証結果による担当課への改善指導等の実施及び検証結果の全庁での共有
5　不祥事等の対応の全庁浸透体制の強化

達成
目標

・毎年度、実務研修等の実施
・チェックリストの作成、確認の実施
・内部検証体制を構築し改善指導等の実施
・不祥事等の対応の全庁浸透体制の確立

所管課 　総務部　人事課

現状
と

課題

　平成28年度（2016年度）、酒気帯び運転により職員が逮捕されるという重大な事案が発生したこと
から、職員の綱紀粛正については再三にわたり注意を喚起し、再発防止の取組を強化してきた。に
もかかわらず、平成29年度（2017年度）に入り、７月に飲酒後に自転車を運転し交通事故を起こすと
いう事案、12月に再び職員が酒気帯び運転で検挙されるという事案が発生している。また、文書の
誤送付や個人情報の入った情報媒体の紛失など、行政情報が漏洩する事案も複数発生しており、
市民の本市職員への信頼は完全に失われたといっても過言ではない。
　このような状況を打開するためには、職員一人ひとりが自覚を持ち、自らを律するとともに、全職員
が一丸となって、信頼回復に向けた具体的な行動を取組として示す必要がある。

分類

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

内部統制の充実・強化

項目
名称

No. 72 　内部統制機能の強化
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大 1

中 3

小 4

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 73
項目
名称

　チェック機能の強化

最終年度

管理監督者及び職員の
意識改革を促す取組

ミスを未然に防ぐための
実効性ある実務研修、不
適正事例の共有化

3回

指標

3回 3回

達成
目標

効果

　チェックする能力と体制の強化

　職員としての責任意識と自覚を認識させるとともに、議会・市民からの信頼回復を得られる。

実務研修の実施回数

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

内部統制の充実・強化

1　ミスを未然に防ぐための実効性ある実務研修、不適正事例の共有化
2　管理監督者及び職員の意識改革を促す取組

　総務部　人事課

　制度等の認識不足のため職員が事務処理を誤ったり、チェック体制の不備により組織的なミスや
不祥事が発生しており、市民が不利益を受ける事態や市の事務執行に対する信頼を損なう原因と
なっている。新たなミスを発生させないために、原因の分析・検討や事務処理における根拠法令、作
業手順の確認に加え、報告、連絡、相談などを徹底しミスを起こさない、起こさせない組織風土に向
けて取り組む必要がある。

取組
内容

備考

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 3

小 4

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 74
項目
名称

　職員行動指針（宮崎市職員クレド）の普及推進

最終年度

職員行動指針の周知

職員行動指針の検証

職員行動指針の配布

100%

指標

100% 100%

達成
目標

効果

　職員行動指針の積極的な利用

・効率的な事務の遂行
・市民満足度の向上

新規採用職員研修や嘱託員研修においてクレドカー
ドを配布・説明

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

内部統制の充実・強化

1　職員行動指針の配布
2　職員行動指針の周知
3　職員行動指針の検証

　総務部　人事課

　市民ニーズが多種多様化し、事務処理が高度化かつ複雑化している状況にある中、職員間におい
て、市民の立場に立って行政サービスを提供していくことについて、これまで以上に意識や情報の共
有を望む声がある。
　職員の行動目標を明確にして、職員一人ひとりの働く意欲を向上させ、市民サービスの向上につな
げる必要がある。

取組
内容

備考

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 3

小 4

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

所管課

現状
と

課題

分類

No. 75
項目
名称

　監査機能の充実・強化

　 地方自治法等の一部を改正する法律が平成29年（2017年）6月9日に交付され、監査制度の充実
強化等を含む改正がなされた。
　 監査の充実強化に向けて、監査技術の向上を図りつつ監査結果に対する措置の状況等を確認す
るなど、監査制度を有効に機能させ、市民の信頼確保につなげる必要がある。

最終年度

監査指摘事項に対する
措置状況通知の要求

研修会等による指摘事項
等の周知

実施計画に基づいた円
滑かつ適切な監査等の
実施

95%各年度の指摘件数に対する措置件数の割合
*

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

　監査指摘事項に対する措置状況の向上

効果 　監査の実効性の確保

健全な行財政運営の確保に向けた取組

職員の資質向上と機能的な組織体制の構築

内部統制の充実・強化

1　毎年度策定する実施計画に基づいた監査等の円滑かつ適切な実施
2　監査等における指摘事項への改善措置状況通知の要求と勧告制度を活用した重大な事案に関
2する改善
3　管理職や職員の研修会等における指摘事項等と防止策の情報提供
4　事務局職員の監査技術の向上を図るための研修等への計画的な参加

　監査事務局

90%

指標

85%

備考

事務局職員の研修等へ
の参加

*  指標の数値の算定
　　   〔(指摘及び意見の総数）－（未処置の件数)〕／(指摘及び意見の総数）×100

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度
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大 1

中 4

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 76
項目
名称

　マイナンバー制度を活用したサービス向上の検討

最終年度

サービス導入に必要な事
務体制の構築

マイキープラットフォーム
の進捗を見据えた新たな
サービスの導入

マイナンバーカード機能
を活用した取組の検討

指標

達成
目標

効果

　マイナンバーカードを活用した市民サービスの導入

　市民生活の利便性の向上

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

情報化の推進と広報広聴機能の充実

マイナンバー制度を活用した市民の利便性の向上

1　マイナンバーカード機能を活用した、市民生活の利便性向上につながる取組の検討
2　サービス導入に必要な事務体制の構築
3　今後のマイキープラットフォームの進捗状況を見据えた新たなサービスの導入
4　導入したサービスの適切な運用管理

企画財政部　企画政策課

　マイナンバー制度の本格運用に伴い、マイナンバーカードのマイキー部分（公的個人認証と空き領
域）を活用した、市民生活の利便性の向上につながる取組について、コストと効果を勘案しながら導
入を検討する必要がある。

取組
内容

備考

サービスの運用管理
*1

　事務構築及び運用管理については、国のプラットフォームの進捗状況により変動する。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 4

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

情報化の推進と広報広聴機能の充実

マイナンバー制度を活用した市民の利便性の向上

1　国や他自治体の情報収集、関係課への速やかな情報提供
2　国のスケジュールに基づく情報照会・提供に関するシステム改修の適切な実施
3　マイナポータル（子育てワンストップサービス等）を活用した電子申請等の適切な運用に向けた所
3管課の支援

　総務部　情報政策課

　マイナンバー制度の本格運用に伴い、税や社会保障等に関する情報について、他機関へ情報照
会を行ったり、逆に他機関へ情報提供を行うこととなる。また、マイナポータル（子育てワンストップ
サービス等）を活用して、市民が電子的に各種申請を行うことも可能となる。
　これにより、市民が提出する書類が削減されたり、市民が市役所へ足を運ぶ必要がなくなり、市民
の利便性向上に寄与するものと考えられる。

取組
内容

達成
目標

　国の動向に基づき、マイナンバー制度の活用を図る

効果 　市民の利便性向上、マイナンバー制度の市民理解度向上

最終年度

情報照会・提供に係るシ
ステム改修の実施

所管課支援

国・他自治体の情報収集
関係課への情報提供

指標

所管課

現状
と

課題

分類

No. 77
項目
名称

　マイナンバー制度を活用するための効率的なシステム運用
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大 1

中 4

小 1

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 78
項目
名称

　マイナンバーカード普及促進のための申請補助強化

最終年度

タブレットを使用したオン
ライン申請の補助

住民基本台帳カードを提
示された際のマイナン
バーカードへの切替案内

申請相談における写真撮
影等、申請書作成の補助

指標

達成
目標

　マイナンバーカード申請手続きの積極的な補助

効果 　マイナンバーカードを活用した市民の利便性の向上

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

情報化の推進と広報広聴機能の充実

マイナンバー制度を活用した市民の利便性の向上

1　申請相談における写真撮影等、申請書作成の補助
2　タブレットを使用したオンライン申請の補助
3　住民基本台帳カードを提示された際のマイナンバーカードへの切替案内
4　マイナンバーカードの普及促進に向けた広報等の活用

5　申請時来庁方式
*
など効率的なマイナンバーカードの申請・交付手続きへの取組

　地域振興部　市民課

　本市では、住民基本台帳カードが普及しているが、マイナンバーカードへの円滑な移行に至ってい
ない。また、即日交付できた住民基本台帳カードに比べ、マイナンバーカードは、申請から交付まで
1ヶ月以上かかり、2度の来庁が必要な場合もあり、申請が面倒で難しいものとの認識がある。現状
においては、住民基本台帳カードの有効期間満了に伴うマイナンバーカードへの円滑な切替促進が
課題である。

取組
内容

備考

効率的なマイナンバー
カードの申請・交付手続
きの拡大

マイナンバーカードの普
及促進に向けた広報等
の活用

* 申請時来庁方式  申請者が来庁、申請手続きを行った後、マイナンバーカードを本人限定受取郵
便で受け取る方法。1度の来庁で済むが、通知カードや住民基本台帳カードを同時に回収するため、
カードが使用できない時期が生じる。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 4

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 79
項目
名称

　情報システム整備に関する基本指針の策定

最終年度

本市情報システムの状況
調査

外部コンサルタントの活
用について検討

最新技術、他市状況の調
査

指標

達成
目標

　情報システム整備に関する基本指針を策定する

効果 　情報システムの運用保守経費の縮減、システム効率化、セキュリティ強化

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

情報化の推進と広報広聴機能の充実

ICTを活用した業務の効率化

1　最新技術、他市状況の調査
2　本市情報システムの調査
3　外部コンサルタント活用の検討
4　情報システム整備に関する基本指針についての検討
5　情報システム整備に関する基本指針についての策定

　総務部　情報政策課

　情報化推進計画に基づき、平成27年（2015年）9月に汎用機の運用を停止し、新たにオープン系シ
ステムで新基幹系システムを稼動させた。当該新システムは導入から10年間の稼動を想定している
が、次期基幹系システム更改に向けて、またその他庁内の各システムについても、運用経費等の縮
減及びデータ保全などICT-BCPの観点から、システム配置場所を含め情報システムのあり方につい
て検討を進めていく必要がある。

取組
内容

備考

情報システム整備基本指
針の策定

情報システム整備基本指
針の検討

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 4

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 80
項目
名称

　ICTを活用した会議の効率化

最終年度

解決案の検討

試験導入・検証

現状整理、他市状況の調
査

12回
(2019年度）

指標

－ －

達成
目標

　会議に要する準備時間、移動時間など人的コストの縮減

効果 　会議に係るコスト縮減、環境保護

ICTを活用した会議の開催数

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

情報化の推進と広報広聴機能の充実

ICTを活用した業務の効率化

1　現状整理、他市状況の調査
2　ICTを活用した解決案の検討（ペーパーレス会議、Web会議など）
3　一部会議への試験導入、効果の検証
4　検証結果の反映

　総務部　情報政策課

　庁内で様々な会議が行われる中で、時には数十枚に及ぶ資料が参加者の数だけ準備されてい
る。担当職員は多くの時間をかけて資料をコピーし、途中で差し替えがあれば、さらに作業が増加し
ている状況である。
　また、総合支所をはじめ市内全域から職員が参集する会議も多く、その移動時間も加えると相当な
時間を要している。

取組
内容

備考

検証結果の反映

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 4

小 2

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

所管課

現状
と

課題

分類

No. 81
項目
名称

　災害時における情報伝達体制の確立

　各種災害による被害の軽減を図るため防災情報の伝達体制の確立を図る。特に、防災メールにつ
いては、携帯電話の普及状況に比べ、登録者が伸び悩んでいる。宮崎市防災メールは市民の生命
を守る上で有効な手段であり、初期対応には欠かせないものである。そのため、あらゆる機会を通じ
て広く登録を呼びかけ、防災情報の伝達体制の確立を図る必要がある。

最終年度

各種イベント・出前講座
等での啓発、登録の促進

速やかな情報伝達

市広報・ホームページ・各
種チラシへの記事掲載、
登録の啓発

47,000人防災メール登録者数

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

　防災メールの登録者数の増加

効果 　住民一人ひとりの迅速かつ主体的な避難行動を促し、津波等からの人的被害の軽減を図る

健全な行財政運営の確保に向けた取組

情報化の推進と広報広聴機能の充実

ICTを活用した業務の効率化

1　市広報紙やホームページ等への記事掲載によるメール登録の啓発・呼びかけ
2　イベントなど機会を通じた防災メールの有効性の啓発及び登録促進
3　サンシャインFMやケーブルテレビによる速やかな情報伝達
4　防災ラジオの普及促進による情報の多様な提供

　総務部　危機管理課

41,000人

指標

30,691人

備考

防災ラジオの普及促進

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度

-101-



大 1

中 4

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

所管課

現状
と

課題

分類

No. 82
項目
名称

　移住・定住を推進する情報発信

　平成27年（2015年）12月に「宮崎市移住センター」を開設した。移住・定住を推進するためには、移
住センターのきめ細かな相談対応が重要である。今後も、移住を希望する方、既に移住された方か
ら寄せられる相談に対し、適切な情報提供と丁寧な対応を継続していく必要がある。

最終年度

相談者に対する適切な情
報提供

移住を希望する方々への
効果的な情報発信、イベ
ント実施

相談者が求める情報に
関する情報の収集

中間年度現状

取組
内容

達成
目標

　移住センターの適切な相談体制の構築、移住希望者への情報発信

効果 　移住センターが関与した移住者の定住化促進

健全な行財政運営の確保に向けた取組

情報化の推進と広報広聴機能の充実

シティプロモーションによる魅力発信

1　相談者が求める情報に関する関係機関等からの情報収集
2　相談者に対する適切な情報の迅速な提供
3　移住を希望する方々に対する本市の特色や情報の効果的な情報発信及びイベントの実施

　企画財政部　企画政策課

指標

備考

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度
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大 1

中 4

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

指標

備考

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度

健全な行財政運営の確保に向けた取組

情報化の推進と広報広聴機能の充実

シティプロモーションによる魅力発信

　交流人口の増加を図り地域経済を活性化させるため、宮崎市ブランド調査などのデータ根拠に基
づき、エリアや趣味、年齢層別などのターゲットを明確にし、既存の観光資源を有効に活用しながら、
県外から宮崎を訪れるようなプロモーションに取り組む。
　１　観光資源の効果的なプロモーションの実施

　企画財政部　秘書課

取組
内容

達成
目標

　観光資源の効果的なプロモーションの実施

効果 　交流人口の拡大や旅行消費による地域経済の活性化

最終年度

観光資源の効果的なプロ
モーションの実施

中間年度現状

所管課

現状
と

課題

分類

No. 83
項目
名称

　市内外への効果的な情報発信

　本市が、持続的かつ自立的に発展していくために、市外から「ヒト・モノ・カネ」を呼び込み、地域経
済を活性化させる施策や戦略が求められており、そのためには、本市の魅力を効果的に発信し、全
国の消費者に「宮崎市に訪れたい」「宮崎市のモノを買いたい」「宮崎市で暮らしたい」と思わせ、行
動を喚起させる取組が必要となっている。

平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

-103-



大 1

中 4

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

所管課

現状
と

課題

分類

No. 84
項目
名称

　国内宿泊者数及び観光消費額の増加

最終年度

観光および特産品等の
PR

メディア・SNS等を活用し
た情報発信

旅行商品造成支援（宿泊
補助）

(2019年目標)
 国内宿泊者数
　　・・・260万人
　観光消費額
　　・・・850億円

指標

(2016年実績)
 国内宿泊者数
　　・・・219.4万人
　観光消費額
　　・・・844.8億円

達成
目標

効果

　第三次観光振興計画（平成27年度（2015年度）-平成31年度（2019年度））における国内宿泊者数
及び観光消費額

　交流人口の拡大や旅行消費による地域経済の活性化

第三次宮崎市観光振興計画における宿泊者数及び

観光消費額の増加
*

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

情報化の推進と広報広聴機能の充実

シティプロモーションによる魅力発信

1　関西からの旅行者を対象とした旅行商品の造成、旅行者への宿泊補助の実施
2　関西のメディアや学生、地元の観光関連事業者と連携したプロモーション（観光及び特産品等の
　P.R）の実施
3　メディア・SNS等を活用した情報発信

　観光商工部　観光戦略課

　第三次観光振興計画の数値目標として、国内宿泊者数260万人（平成31年（2019年））を掲げてい
る。平成28年（2016年）の国内宿泊者数は2,193,500人（前年比101.7％）であるが、主要宿泊施設に
おける関西エリアからの宿泊者数は全体の約1割にとどまっている状況にある。
　関西エリアは、神戸フェリー・LCC就航・東九州自動車道開通（宮崎・北九州間）など交通網の充実
を契機に更なる誘客が見込めるため、各種データを収集・分析し、戦略的な観光誘客に取り組む必
要がある。

取組
内容

備考 *  指標は、年度ではなく、暦年での設定。

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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大 1

中 4

小 3

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

外国人向け観光体験メ
ニューの開発

台湾ファンクラブを活用し
た情報発信

*  指標は、年度ではなく、暦年での設定。

第三次宮崎市観光振興計画における宿泊者数及び

観光消費額の増加
*

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

情報化の推進と広報広聴機能の充実

シティプロモーションによる魅力発信

1　香港・韓国・台湾からの旅行者を対象とした旅行商品の造成支援（旅行者への宿泊補助の実施）
2　中心市街地の飲食店やタクシーで利用できる観光消費券（クーポン）の発行
3　南九州自治体との広域連携によるビジット・ジャパン事業を活用したプロモーションの実施（香港・
　台湾を対象とした現地旅行会社及びメディア等の招請、旅行商品の造成など）
4　台湾ファンクラブ（留学生、OB・OGを含む）を活用した情報発信
5　外国人個人観光客に訴求する観光体験メニューの開発

　観光商工部　観光戦略課

　第三次宮崎市観光振興計画の数値目標として、外国人宿泊者数20万人(平成31年（2019年）)を掲
げている。
　平成28年（2016年）の外国人宿泊者数は152,500人（前年比106.3％）と堅調に推移し、定期直行便
のある香港・韓国・台湾からの宿泊者が全体の約8割を占めている状況にある。
　今後、個人旅行が増加する中、多様化するニーズを的確に捉え、個人旅行客の需要喚起とリピー
ターを獲得する取組を推進する必要がある。

取組
内容

達成
目標

効果

　第三次宮崎市観光振興計画（平成27年度（2015年度）-平成31年度（2019年度））における外国人
宿泊者数及び観光消費額

　交流人口の拡大や旅行消費による地域経済の活性化

最終年度

観光消費券の発行

ビジット・ジャパン事業を
活用したプロモーションの
実施

旅行商品造成支援（宿泊
補助）

(2019年目標)
外国人宿泊者数
       ・・・20万人
観光消費額
　　　・・・850億円

指標

(2016年実績)
外国人宿泊者数
   ・・・15.25万人
観光消費額
　 ・・・844.8億円

所管課

現状
と

課題

分類

No. 85
項目
名称

　外国人宿泊者数及び観光消費額の増加
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大 1

中 4

小 4

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

広報紙の内容が「おおむね理解できる」と感じる市民
の割合（市政モニターアンケート）

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

情報化の推進と広報広聴機能の充実

適切な情報公開と広報・広聴活動による市民と行政の信頼関係の構築

　市民に最も身近な媒体である広報紙は、繰り返し読まれるという紙媒体の特性や認知度の高さか
ら、本市の広報広聴媒体の中心的機能と位置づけ、市民に深く浸透させたい内容や市民ニーズに
応じたテーマを広く発信する。
　1　コスト削減とわかりやすい紙面構成などのノウハウの獲得を目的とした民間委託による広報紙
　　作成
　2　信頼される質の高い広報紙の安定的発行

　企画財政部　秘書課

　情報流通量が飛躍的に増加する中、市の施策の目的や課題、実施過程などの情報を確実に提供
し、市民に対して十分な説明責任を果たすことが求められており、広報活動を充実させるためには、
目的をより明確にした広報に取り組み、その効果を評価・検証する必要がある。

取組
内容

達成
目標

　広報紙の内容が「おおむね理解できる」と感じる市民の割合の向上

効果
　わかりやすく、信頼できる広報紙として、市の施策の目的や課題、実施過程などの情報を確実に提
供することで、市民に対して十分な説明責任を果たすことができる

最終年度

信頼される質の高い広報
紙の安定的発行

民間委託による広報紙作
成

95%

指標

94.1%
(2016年度)

95%

所管課

現状
と

課題

分類

No. 86
項目
名称

　信頼される質の高い広報紙の発行
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大 1

中 4

小 4

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考

ふれあいトークの開催率

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

情報化の推進と広報広聴機能の充実

適切な情報公開と広報・広聴活動による市民と行政の信頼関係の構築

　行政と市民、事業者が一体となってまちづくりに取り組む機運をさらに高め、誰もが気軽に参画でき
るような仕組みづくりに取り組み、市民に寄り添った市民サービスを提供することを目指す。
　1　まちづくりの方向性などに関する地域住民との意見交換会の開催

　企画財政部　秘書課

　社会環境の変化に伴い、市民のニーズやライフスタイルは高度化・多様化しており、市政運営にあ
たっては、市民の意見にしっかりと耳を傾け、市民の知識やアイデアを活用するなど、市民参画の機
会をさらに拡充することが必要となっている。さらに、広聴機能を充実させるためには、市政に対する
市民の当事者意識を向上させ、市民と行政がともに考え、動くためのコミュニケーションを図ることが
重要となっている。

取組
内容

効果 　市政運営に市民の知識やアイデアを活用するなど、市民参画の機会をさらに拡充することができる

達成
目標

　市民サービスに関する満足度を高め、市民と行政の信頼関係をつくる意見交換会の開催

最終年度

市長と地域住民によるま
ちづくりの方向性などに
関する意見交換会の開
催（ふれあいトーク）

100.0%

指標

100.0% 100.0%

所管課

現状
と

課題

分類

No. 87
項目
名称

　市民と行政の信頼関係をつくる意見交換会の開催
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大 1

中 4

小 4

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
実施スケジュール

平成30年度 平成31年度 平成32年度

備考 * 金額入り設計書  入札にかかわる単価及び金額の記載された設計図書。

中間年度現状

健全な行財政運営の確保に向けた取組

情報化の推進と広報広聴機能の充実

適切な情報公開と広報・広聴活動による市民と行政の信頼関係の構築

1　「金額入り設計書」の情報公開手続簡略化の検討
2　検討結果に基づいた取組

　総務部　総務法制課

　情報公開請求・申出の4割以上を「金額入り設計書
*
」が占めていることから、情報公開事務に携わ

る職員の事務量の軽減を図るため、効率的な制度の運用が求められている。
　年度：請求件数（内、金額入り設計書）
　　平成26年度（2014年度）：637件（287件）　平成27年度（2015年度）：860件（471件）
　　平成28年度（2016年度）：770件（334件）

取組
内容

達成
目標

　情報公開制度の効率的な運用のための検討及び手続簡略化の実施

効果 　市民のニーズに応じた制度の運用

最終年度

検討結果に基づいた取
組

「金額入り設計書」の情
報公開手続簡略化の検
討

指標

所管課

現状
と

課題

分類

No. 88
項目
名称

　情報公開制度の適正・効率的な運用
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大 1

中 4

小 4

目
標
値

1 計画

2 計画

3 計画

4 計画

5 計画

項目
名称

No. 89 　個人情報保護制度の適切な運用

分類

健全な行財政運営の確保に向けた取組

情報化の推進と広報広聴機能の充実

適切な情報公開と広報・広聴活動による市民と行政の信頼関係の構築

所管課 　総務部　総務法制課

現状
と

課題

　改正個人情報保護法及び改正行政機関個人情報保護法が平成29年5月（2017年）に施行され、個

人情報の定義の明確化、要配慮個人情報の取扱い、非識別加工情報
*
（匿名加工情報）の仕組の導

入等について定められた。本市においても、個人情報の取扱いについて、引き続き適正さを確保す
るとともに、進展する情報化社会に適応するための取組を進めていく必要がある。

取組
内容

1　改正個人情報保護法及び改正行政機関個人情報保護法に基づく非識別加工情報の仕組の導入
　　についての調査研究
2　調査研究結果を踏まえた対応
3　住民に対する開示等の実施状況の公表
4　第三者機関（宮崎市個人情報保護審査会）の適時・適切な運営

達成
目標

　個人情報の保護及び適正かつ効果的な利活用

年1回 年1回

効果 　公正で民主的な市政の推進

指標 現状 中間年度 最終年度

非識別加工情報の仕組
の導入についての調査
研究

調査研究結果を踏まえた
対応

実施状況の公表状況（ホームページの更新回数） 年1回

実施スケジュール
平成30年度 平成31年度 平成32年度

住民に対する開示等の
実施状況の公表

第三者機関の適時・適切
な運営

備考
* 非識別加工情報  特定の個人を識別できないように個人情報を一部加工し、復元できないようにし
た情報。個人情報の取扱いよりも緩やかな規律の下で民間で利活用されることにより、新産業の創
出や経済活動の活性化等が期待されている。

平成33年度 平成34年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
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宮崎市行政改革推進委員会設置要綱

（設置）

第１条 本市の行政改革の推進に資するため、宮崎市行政改革推進委員会（以下「委員会」

という。）を設置する。

（内容）

第２条 市長は、委員会の委員から次に掲げる事項について、その自由な意見を聴くもの

とする。

⑴ 行政改革の推進に関する事項

⑵ 行政改革大綱の策定に関する事項

⑶ 行政改革大綱の進行管理に関する事項

（組織）

第３条 委員会の委員の定数は、15 人以内とする。

２ 委員は、各界各層の知識経験を有する者のうちから市長が委嘱する。

（任期）

第４条 委員の任期は、2年間とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。

２ 委員は、再任されることができる。

（委員会の運営）

第５条 委員会は、委員が互選した者を座長として運営する。

２ 座長に事故あるとき、または座長が欠けたときは、座長が指定した委員が代行する。

３ 委員会は、必要に応じて市長が招集する。

（庶務）

第６条 委員会の庶務は、総務部人事課において行う。

（委任）

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会に関し、必要な事項は市長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成 7年 11 月 27 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 14 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。

-110-



名　称 氏　　　　　名 所　属　･　役　職　名　等

あ　り　ま　　  し ん さ く 　公立大学法人　宮崎公立大学

有　馬   晋　作 　学　　長

た め や ま　　  た か し 　一般財団法人　みやぎん経済研究所

爲  山 　高  志 　常務理事

と よ し ま　　 み と し 　宮崎商工会議所

豊  島　 美  敏 　専務理事

か わ ご え　え　り　こ 　一般社団法人　宮崎青年会議所

川　越　江里子

に た わ き　や す ひ ろ 　宮崎中央農業協同組合

仁田脇　安 博 　専務理事

た に ぐ ち　 た け し 　連合宮崎･宮崎中央地域協議会

谷　口　　英 　副議長

あ　つ　ち　　や　す　し 　社会福祉法人　宮崎市社会福祉協議会

厚　地　　安 　会　長

な が と も　　は　つ　こ 　宮崎市民生･児童委員協議会

長　友　 ハツ子 　副会長

や　か　た　　み　ゆ　き 　宮崎市青少年育成連合会

矢　方　　幸 　会　長

な ん ぶ 　 さ と し 　宮崎市自治会連合会

南　部　　惠 　会　長

ひ　ら　た　　  つ　ぐ　こ 　宮崎市地域婦人会連絡協議会

平　田   嗣　子 　会　長

く　ど　う　　と　き　こ 　みやざき技術士の会

工　藤　登紀子

さ　か　い　は　る　え 　社会保険労務士・産業カウンセラー

酒　井　春　江

委　員

委　員

委　員

委　員

委　員

＊爲山委員、豊島委員の任期は、平成２９年７月１日～平成３０年６月３０日

委　員

委　員

委　員

委　員

宮崎市行政改革推進委員会委員名簿

委　員

委　員

委　員

（任期：平成２８年７月１日～平成３０年６月３０日）                       （ 敬称略 ）

委　員
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宮崎市行政改革推進本部設置要綱

（設置）

第１条 本市の健全財政を確立し、行政全般について総合的、効率的運営を図るため、

宮崎市行政改革推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 推進本部は、次に掲げる事項について検討する。

⑴ 事務事業の総点検に関すること。

⑵ 組織機構の改善に関すること。

⑶ 歳入の確保及び歳出の効率化･合理化に関すること。

⑷ その他市の行財政全般に関すること。

（組織）

第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。

２ 本部長は市長、副本部長は副市長を、本部員は別表１に定める職にある者をもって

充てる。

（会議）

第４条 推進本部の会議は、本部長が招集し議長となる。

２ 本部長が不在のときは、総務部の事務を担当する副本部長が職務を代理する。

（幹事会の設置）

第５条 推進本部を補佐し、本部長の指示する事項を検討するため、幹事会をおく。

２ 幹事会は、別表２に定める職にある者をもって組織する。

３ 幹事会に会長及び副会長をおき、会長は人事課長を、副会長は財政課長をもって充

てる。

４ 幹事会の会議は、会長が招集し議長となる。

５ 会長が不在のときは、副会長がその職務を代理する。

（庶務）

第６条 推進本部の庶務は、総務部人事課において行う。

（委任）

第７条 この要綱に定めるもののほか、推進本部に関し必要な事項は、本部長が別に定

める。

附 則

１ この要綱は、平成 7年 6月 1日から施行する。

２ 宮崎市行政改革推進本部設置要綱（昭和 57 年 11 月 17 日施行）は廃止する。

附 則

この要綱は、平成 10 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 11 年 4 月 1 日から施行する。
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附 則

この要綱は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 13 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 14 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 18 年 1 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。
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別表 1

企画財政部長

総務部長

税務部長

地域振興部長

環境部長

福祉部長

健康管理部長

農政部長

観光商工部長

建設部長

都市整備部長

佐土原総合支所長

田野総合支所長

高岡総合支所長

清武総合支所長

会計管理者

上下水道局長

消防局長

議会事務局長

教育長

教育局長

農業委員会事務局長

監査事務局長

選挙管理委員会事務局長

別表 2

企画政策課長

財政課長

総務法制課長

人事課長

納税管理課長

地域コミュニティ課長

環境保全課長

福祉総務課長

保健医療課長

農政企画課長

観光戦略課長

土木課長

都市計画課長

佐土原総合支所地域市民福祉課長

田野総合支所地域市民福祉課長

高岡総合支所地域市民福祉課長

清武総合支所地域市民福祉課長

会計課長

上下水道局総務課長

消防局総務課長

議会事務局総務課長

教育委員会事務局企画総務課長

農業委員会事務局次長

監査事務局次長

選挙管理委員会事務局次長
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日  付 項  目 内  容

平成２９年

６月３０日
～７月１４日

市民アンケート実施
市政モニター２０８名に対し
実施

８月　２日 第１回行政改革推進本部幹事会 大綱骨子の協議

８月１７日 第１回行政改革推進本部会議 大綱骨子の協議

８月２５日 第１回行政改革推進委員会 大綱骨子の説明

１２月１４日 第２回行政改革推進本部幹事会 実施計画案の協議

１２月２０日 第２回行政改革推進本部会議 実施計画案の協議

１２月２５日 第２回行政改革推進委員会 実施計画案の説明

平成３０年

１月２６日 第３回行政改革推進本部幹事会 大綱案の協議

２月　５日 第３回行政改革推進本部会議 大綱案の協議

２月１５日 第３回行政改革推進委員会 大綱案の説明

２月２６日
～３月２６日

パブリックコメント実施

４月　６日 大綱策定

大綱策定の経緯
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